
主 な 事 務 事 業 一 覧
名 称 課 名 掲載頁

感染症の医療体制整備事業 （薬 事 衛 生 課） ７
食品衛生対策推進事業 （薬 事 衛 生 課） ７
健康長寿しまね推進事業 （健 康 推 進 課） ８
生活習慣病予防対策事業 （健 康 推 進 課） ９
食育推進事業 （健 康 推 進 課） １０
８０歳２０本の歯推進事業 （健 康 推 進 課） １１
難病相談・支援事業 （健 康 推 進 課） １２
肝炎医療費助成事業 （健 康 推 進 課） １３
国民健康保険支援事業 （健 康 推 進 課） １４
後期高齢者医療支援事業 （健 康 推 進 課） １５
精神保健推進事業 （障がい福祉課） １６
感染症予防対策推進事業 （薬 事 衛 生 課） １７
災害福祉広域支援ネットワーク体制整備事業 （地 域 福 祉 課） １７
しまね流福祉のまちづくり推進事業 （地 域 福 祉 課） １８
地域福祉セーフティネット推進事業 （地 域 福 祉 課） １８
福祉介護人材確保対策事業 （ ）１９高齢者福祉課･地域福祉課

福祉介護人材確保対策事業（総合確保基金分） （高齢者福祉課） １９
社会福祉法人指導事業 （地 域 福 祉 課） ２１
地域包括ケア推進事業 （高齢者福祉課） ２２
生涯現役社会づくり推進事業(県民意識啓発) （高齢者福祉課） ２２
高齢者介護予防推進事業 （高齢者福祉課） ２３
介護給付費等負担金事業 （高齢者福祉課） ２４
訪問看護推進事業 （高齢者福祉課） ２４
介護保険低所得者利用負担対策事業 （高齢者福祉課） ２５
ケアマネジャー総合支援事業 （高齢者福祉課） ２５
療養病床再編推進事業 （高齢者福祉課） ２６
認知症施策推進事業 （高齢者福祉課） ２６
介護施設整備推進事業（総合確保基金分） （高齢者福祉課） ２７
介護施設等整備事業（総合確保基金分） （高齢者福祉課） ２７
障がい者地域生活支援事業 （障がい福祉課） ２８
障がい者スポーツ・芸術文化の振興 （障がい福祉課） ２９
障がい者自立支援医療等給付事業 （障がい福祉課） ３０
障がい者施設等整備事業 （障がい福祉課） ３１
障がいを理由とする差別解消推進事業 （障がい福祉課） ３１
障がい者相談事業 （ ）３２地域福祉課・障がい福祉課

障がい者就労支援事業 （障がい福祉課） ３５
子ども発達支援事業 （障がい福祉課） ３６
ひきこもり支援センター事業 （障がい福祉課） ３８
生活保護費の給付事業 （地 域 福 祉 課） ３９

地域医療の支援事業（在宅医療の推進） （医 療 政 策 課） ４０
地域医療の支援事業（ドクターヘリの運航） （医 療 政 策 課） ４０
地域医療の支援事業（地域医療連携ＩＴシステム支援事業）

（医 療 政 策 課） ４０
地域医療の支援事業（地域医療提供体制構築事業） （医 療 政 策 課） ４１
しまねのがん対策推進事業 （健 康 推 進 課） ４２
精神医療提供事業 （障がい福祉課） ４４
医師の確保対策事業 （医 療 政 策 課） ４５
看護職員の確保対策事業 （医 療 政 策 課） ４６
結婚対策強化事業（平成の縁結び応援事業） （子ども・子育て支援課） ４７
お産あんしんネットワーク事業 （健 康 推 進 課） ４８
女性の健康相談事業 （健 康 推 進 課） ４９
不妊治療支援事業 （健 康 推 進 課） ５０
親と子の医療費助成事業 （健 康 推 進 課） ５１



名 称 課 名 掲載頁

第１子・第２子に係る保育料軽減事業 （子ども・子育て支援課） ５３
第３子以降保育料軽減事業 （子ども・子育て支援課） ５３
待機児童ゼロ化事業 （子ども・子育て支援課） ５４
保育所等整備支援事業 （子ども・子育て支援課） ５５
保育所等運営支援事業（保育人材確保等事業） （子ども・子育て支援課） ５６
しまね結婚・子育て市町村交付金事業 （子ども・子育て支援課） ５７
しまねすくすく子育て支援事業 （子ども・子育て支援課） ５８
民間保育所運営対策事業 （子ども・子育て支援課） ５８
地域の子育て支援事業（地域子ども･子育て支援事業）

（子ども・子育て支援課） ５９
病児保育促進事業 （子ども・子育て支援課） ６０
放課後児童クラブ支援事業 （子ども・子育て支援課） ６０
みんなで子育て応援事業（こっころ事業） （子ども・子育て支援課） ６１
仕事と家庭の両立支援事業 （子ども・子育て支援課） ６１
子どもと家庭相談体制整備事業 （青少年家庭課） ６２
施設入所児童支援事業（児童養護施設退所者等自立支援事業）

（青少年家庭課） ６３
里親委託児童支援事業 （青少年家庭課） ６３
困難を有する子ども・若者支援事業 （青少年家庭課） ６４
ハンセン病療養所入所者等支援事業 （健 康 推 進 課） ６５
女性相談事業 （青少年家庭課） ６６



感染症の医療体制整備事業
（担当課 薬事衛生課）

１ 趣 旨
感染症の発生の予防及びまん延の防止のため、感染症の患者等の人権を尊重しつつ、これらの人

々に対する良質かつ適切な医療の提供を確保するため医療体制を整備する。

２ 事業の概要
（１）感染症指定医療機関の支援

一類及び二類感染症患者を入院させるための感染症指定医療機関の運営に要する費用について
補助する。
①第一種感染症指定医療機関：基準額（１床あたり４６２万９千円）
②第二種感染症指定医療機関：基準額（１床あたり１５４万３千円）
・第一種感染症指定医療機関１箇所、第二種感染症指定医療機関７箇所（二次医療圏に１箇所）

（２）患者等の移送体制の整備
感染症患者を感染症指定医療機関へ搬送するために感染症患者移送体制を整備する。

（３）患者等の人権擁護
感染症患者等の入院勧告及び入院期間の延長について、人権を尊重した対応とするため３箇所

の保健所に「感染症診査協議会」（委員：４０名）を設置する。
（４）新型インフルエンザ等対策

新型インフルエンザ等の発生及び大流行に備え、健康被害を最小限にとどめ、社会経済を破綻
に至らせないために各種対策を実施する。
①入院医療機関への支援

県の要請により重症患者等の受け入れのために病床を確保した医療機関に対する支援
②発生時の初動対策

発生時に感染拡大防止対策、帰国者･接触者相談センターの設置、患者移送、広報等の対策を
実施する。

３ 平成３０年度予算額
２８３，２６６千円

食品衛生対策推進事業
（担当課 薬事衛生課）

１ 趣 旨
食品等に起因する健康被害を防止するため、食品衛生法等に基づく許可・監視・検査・指導、食

品関係事業者の指導・育成及び消費者に対する食品衛生知識の普及啓発を行う。

２ 事業の概要
（１）食品等の収去検査

県内で製造、流通、販売されている食品の成分規格や使用添加物及び県内産の農産物や輸入食
品の残留農薬等の検査を実施する。

（２）ＢＳＥ検査等のと畜検査
県内のと畜場でと殺、解体される牛及び豚等のと畜検査を実施する。国内のＢＳＥ対策を開始

して１５年以上が経過し、ＢＳＥの発生リスクは極めて低いことから、健康牛のＢＳＥ検査を廃
止したが、神経症状等を呈する２４ヶ月齢以上の牛については引き続きＢＳＥ検査を行い、食肉
の安全及び安心の確保を図る。

（３）食品関係事業者の指導・育成
飲食店等、食品営業施設への立入調査や食品衛生責任者講習会、食品衛生推進員の研修等を通

じて、衛生知識の普及や適正表示の推進並びに食品衛生の確保を図る。
（４）消費者に対する衛生知識の普及

食品衛生に関する正しい知識や食品表示に関する深い知識を啓発するため、次の取組みを行う。
・研修会、講習会の開催
・新聞やＴＶを媒体とする情報発信
・食品関係事業者等と開催するリスクコミュニケーション

３ 平成３０年度予算額
５０，７０５千円



健康長寿しまね推進事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
「第二次健康長寿しまね推進計画（健康増進計画）」に基づき、健康寿命（自立して過ごせる期

間）の延伸を基本目標に、「住民主体の地区ごとの健康づくり活動の促進」、「生涯を通じた健康
づくりの推進」、「疾病の早期発見、合併症の予防・重症化防止」、「多様な実施主体による連携
のとれた効果的な運動の推進」を４つの柱として、県民、関係機関・団体、行政が一体となった健
康づくり運動を展開している。健康課題の多い働き盛り世代の健康づくりや高齢者のフレイル予防、
疾病の合併症予防・重症化防止を重点的に取り組むとともに地域ぐるみ、職場ぐるみでの健康づく
りを推進する。

２ 事業の概要
（１）住民主体の地区ごとの健康づくり活動の促進

住民相互の支え合いなど地域の絆を大切にすることにより、地域力を高めながら健康長寿しまね
推進会議を母体に、地域ぐるみの自主的、主体的な活動を活性化するための取組を展開する。
①健康長寿しまね推進会議等の開催

健康長寿しまね推進会議や圏域健康長寿しまね推進会議を開催し、構成団体との共通認識を図
るとともに情報共有を行うことで、構成団体間の効果的な連携による健康づくりを推進する。

②健康づくり表彰事業
健康づくりを実践するための県民運動の気運を盛り上げるため、地域や職場における健康づく
り「グループ」の表彰を行う。

③健康長寿しまね啓発広報事業
いきいきしまね(健康長寿しまね広報誌)やホームページ、新聞、各種イベントの場を活用して
啓発を行う。

（２）生涯を通じた健康づくりの推進
二次医療圏格差や男女格差の解消を目指し、各地域の健康実態や取組上の課題等、実情に応じ
た事業を実施する。特に地域や職場での健康づくりを推進するため表彰事業や働き盛り世代を
対象にした事業、高齢者のフレイル予防事業に積極的に取り組む。

（３）疾病の合併症予防・重症化防止
脳卒中対策事業や糖尿病対策事業等の生活習慣病予防対策事業における取組と連動させ、構成
団体と連携した啓発活動を行う。

（４）多様な実施主体による連携のとれた効果的な運動の推進
構成団体や民間企業のと連携した効果的な情報提供を行うとともに、身近な場所で健康づくり
に関する情報を入手しやすい環境を整える。

（５）健康長寿しまねの評価
①計画の進捗管理。
②圏域や市町村の実態や課題の見える化により、取組の重点化を進める。

３ 平成３０年度予算額
６，５５２千円



生活習慣病予防対策事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
健康長寿日本一を目指し、健康的な生活習慣の確立を図るとともに、がん、脳卒中、糖尿病等の

生活習慣病を予防するための協議検討や普及啓発等を行う。

２ 事業の概要
（１）地域・職域連携健康づくり推進事業

①健康課題の多い働き盛り世代に対し、減塩やからだを動かすこと、禁煙やアルコールを摂りす
ぎないなどの生活習慣の改善、特定健診受診率の向上について、事業所や職域団体と連携して
啓発や取り組みを実施する。

②事業所の健康経営、健康づくりの取組支援として、好事例の収集や情報提供などを行う。
（２）脳卒中対策事業

①発症予防・再発予防で重要な血圧管理として、｢自分の血圧を知る｣ことの周知を図る。また、
高血圧予防のための｢うすあじ｣を推進するため、スーパー等の小売り店と連携した取組を強化
する。

（３）糖尿病対策事業
①糖尿病は脳卒中等の危険因子となることや腎症・網膜症等の合併症をもたらす全身疾患でもあ

ることから、地域における糖尿病対策の取組みや検討を実施する。
②重症化防止のための体制整備を進めるために、担当者研修会を開催するとともに、平成26年度

に改定した島根県糖尿病予防・管理指針（第3版）に基づき病病連携、病診連携の推進を図るこ
となどにより、なかでも市町村における糖尿病性腎症重症化予防の取組の支援を島根県糖尿病
腎症重症化予防プログラム等に基づき行う。

（４）たばこ対策推進事業
①第3次島根県たばこ対策指針に基づき、｢受動喫煙防止｣及び｢禁煙サポート｣を重点的に取り組む。

特に、飲食店のほか健康増進法第２５条に規定された施設を対象に、受動喫煙防止対策に取り
組む施設を拡大し、受動喫煙防止の環境づくりを推進する。

②受動喫煙防止対策強化の国の方向性を注視し、県の取組体制の整備を行う。
（５）健康増進事業補助金

①健康増進法に基づいて市町村が行う健康増進事業に対する補助 県１／３

３ 平成３０年度予算
４５，３０６千円



食育推進事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
島根県食育推進計画第三次計画に基づき、島根県食育・食の安全推進協議会が県民運動の推進母

体となって地域における総合的な食育の推進を図る。
第三次計画では、①若い世代への食育の推進 ②身近なところで、食に関する「おいしい・たの

しい・ためになる」体験の場づくり ③県民の主体的な参加、関係団体の連携・協力による地域力
を生かした、多様な暮らしに対応し、環境にも配慮した食育の充実 に重点に取り組む。

２ 事業の概要
（１）健康な食（主食・主菜・副菜を組み合わせ、塩分を控えた食事）の普及啓発

①若い世代・働き盛り世代が食に関心を持ち実践につながる取組の推進
・まちの食育ステーション事業

スーパーと連携した健康な食に関する啓発の実施
・しまね食育情報発信事業

食育情報総合サイトの内容充実（島根県栄養士会等と連携して実施）
・朝食しっかり食べよう普及活動の実施

高校生以上を対象とした朝食の料理体験の実施

②健康長寿しまね推進事業と連動した取組の推進
・朝食キャンペーン、食育の日、食育月間等、関係団体等と連携して朝食や野菜摂取などの啓

発を実施

（２）食育・健康な食を推進する体制・環境整備
①食育推進体制構築事業

・食育・食の安全推進協議会・食育ネットワーク会議による関係機関・団体のネットワークづ
くり

②外食栄養成分表示促進事業
・飲食店における料理の栄養成分表示等、栄養情報の提供

③健康な食専門相談支援事業
・薬局を拠点として、管理栄養士による食の専門相談ができる体制整備

④特定給食施設指導等栄養管理推進事業
・適切な栄養管理が実施されるよう特定給食施設等に対する指導、助言

（３）食育活動に取り組む人材育成の推進
①食育ボランティア等食育推進研修・活動交流会の開催
②市町村栄養士等食育推進研修
③調理師食育推進研修

（４）しまねの食文化継承事業（地域の郷土料理伝承教室）
①地域で食べ継がれている郷土料理や伝承料理の調理実習

３ 平成３０年度予算
５，６９３千円



８０歳２０本の歯推進事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
「第２次島根県歯と口腔の健康づくり計画」に基づき、総合的な歯と口腔の健康づくり施策を推
進する。特に、働き盛り世代の歯周病予防と高齢期の口腔機能維持に重点的に取り組む。

２ 事業の概要
（１）歯科保健推進協議会、圏域歯科保健連絡調整会議の開催

「第２次島根県歯と口腔の健康づくり計画」の進行管理を行うとともに、各圏域の実情に応
じた歯科保健対策について検討し、市町村等における歯科保健対策の推進を図る。

（２）県民の奥歯総点検事業
歯科医療機関や地域で県民に奥歯や口腔の点検（ （カ）ミング３０セルフチェック）、歯

みがき指導など体験を通じた歯と口腔の健康づくりを推進する。
（３）多様な手法を用いた住民への知識提供

親と子のよい歯のコンクールやマスメディアやイベントを活用した啓発の実施、関係機関・
団体、市町村と連携した啓発活動を実施する。

（４）働き盛り世代を対象にした歯科保健対策の充実
市町村における成人歯科健診等の実施に向けた支援を行う。また、事業所における歯科健診

の実施や一般定期健康診断等で歯周病唾液検査の導入を図るために、事業主や健康管理者を対
象にしたセミナー、研修会等で情報提供及び体験を通じ歯と口腔の健康づくりの重要性への理
解を促す。

（５）高齢者に対する歯科保健指導の実施体制の整備（高齢者の低栄養予防対策）
市町村が実施する介護予防事業や通いの場などで高齢者の口腔機能維持や低栄養予防につい

ての普及啓発を行う。また、歯科医院受診患者を対象に口腔機能のチェックを行い、口腔機能
が低下している者を早期に発見し、指導を行う。

歯科衛生士や介護士等を対象に資質の向上を図るための研修を行う。
（６）市町村への歯科保健事業における支援（口腔機能維持管理研修）

学校・保育所関係者、歯科保健医療関係者、市町村等行政担当者等に対して研修を行い、歯
科保健についての情報の提供を行うとともに資質の向上を図る。

３ 平成３０年度予算
４，３５５千円



難病相談・支援事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
難病患者のＱＯＬの維持・向上支援対策として、訪問・相談活動等個別支援の充実強化を図ると

ともに、患者・家族教室、ボランティア養成、啓発事業等の難病相談・支援センター事業を保健所
及びしまね難病相談支援センターにおいて実施する。

また、地域における難病患者の相談体制及び病状急変時の受入病院の確保を図るため、難病医療
拠点・協力病院の指定を行うとともに、しまね難病相談支援センターに難病医療コーディネーター
を配置し、地域における難病患者支援ネットワーク体制の整備・充実を図るとともに、病院に一時
入院を委託し、病院における一時入院の推進を図る。

２ 事業の概要

事 業 名 事業内容

①難病相談・支援センター事業 難病相談・支援センターを設置し、患者等の療養
・患者・家族教室開催事業 上、日常生活上での悩みや不安等の解消を図るととも
・難病医療研修事業 に、患者等のもつ様々なニーズに対応したきめ細やか
・ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄ ･ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ な相談や支援を通じて、地域における患者等支援対策養成 育成事業
・講師派遣事業 を一層推進する。
・広報等啓発事業

②難病医療提供体制整備事業 難病患者が病状急変時等に、適宜・適切な医療の提
・難病医療コーディネーター配置 供ができるよう、地域の医療機関による難病医療ネッ
・難病対策協議会運営 トワークの整備を図り、難病患者及びその家族が地域
・難病医療従事者研修開催 で安心して暮らすことができるよう環境を整える。

③難病患者地域支援対策推進事業 患者等の療養上の不安解消を図るとともに、きめ細
・難病患者訪問指導（診療）事業 やかな支援が必要な難病患者に対して適切な在宅療養
・難病対策地域協議会 支援が行えるよう、保健所を中心として、地域の関係
・専門相談事業 機関との連携の下に事業を実施する。

④保健師専門研修事業 保健所における相談窓口での対応、訪問活動や患者
・家族教室等における療養支援に必要な知識・技術の
習得を図るため、専門研修に派遣し、専門スタッフを
養成する。

⑤難病患者等ホームヘルパー養成研修事 難病患者等の多様化するニーズに対応した適切なホ
業 ームヘルプサービスを提供するために必要な知識、技

能を有するホームヘルパーの養成を図る。

⑥在宅重症難病患者一時入院支援事業 在宅において、医療依存度の極めて高い重症難病患
者の介護を行う者の休養等のため、重症難病患者が医
療機関に一時入院できるよう支援する。

３ 平成３０年度予算
２９，６４３千円



肝炎医療費助成事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
国内最大級の感染症であるＢ型ウィルス性肝炎及びＣ型ウィルス性肝炎は、抗ウイルス治療（イ

ンターフェロン治療、インターフェロンフリー治療及び核酸アナログ製剤治療）によって、その後
の肝硬変、肝がんといった重篤な病態を防ぐことが可能な疾患である。しかしながら、この抗ウイ
ルス治療については月額の医療費が高額となること、又は長期間に及ぶ治療によって累積の医療費
が高額となることから、早期治療の促進のため、この抗ウイルス治療に係る医療費を助成し、患者
の医療機関へのアクセスを改善することにより、将来の肝硬変、肝がんの予防及び肝炎ウィルスの
感染防止を図る。

２ 事業の概要
（１）対象医療

①Ｃ型ウイルス性肝炎の根治を目的として行われるインターフェロン治療及びインターフェロン
フリー治療並びにＢ型ウイルス性肝炎に対して行われるインターフェロン治療及び核酸アナロ
グ製剤治療で、保険適用となっているもの

②当該治療を行うために必要となる初診料､再診料､検査料､入院料等
（２）助成期間

原則として同一患者につき１年以内で治療予定期間に即した期間とするが、最長８か月まで延
長できる場合がある。

また、核酸アナログ製剤治療については、医師が治療継続が必要と認める場合、更新を認める。
（３）実施方法

患者の１か月の自己負担額（３割及び高額療養費支給後等）が、次表の階層区分による自己負
担限度額を超えた額を県から保険医療機関等へ交付

階層区分 世帯の市町村民税（所得割）課税年額 自己負担限度額(月額)

甲 ２３５,０００円以上 ２０，０００円

乙 ２３５,０００円未満 １０，０００円

（４）実施主体 島根県
（５）補 助 率 県１／２

３ 平成３０年度予算

１３５，９４０千円



国民健康保険支援事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
市町村国民健康保険は、低所得者が多く医療費も高いなど構造的問題を抱えている。
これまで都道府県は、市町村保険者への財政支援として保険基盤安定負担金、高額医療費共同事

業の実施、保険者への指導・助言等を行ってきたが、「持続可能な医療保険制度を構築するための
国民健康保険法の一部を改正する法律（平成２７年法律第３１号）」による国保制度改革により、
平成３０年度から島根県も保険者となり、財政運営の責任主体として市町村とともに国民健康保険
の運営を行う。

２ 事業の概要

事 業 区 分 補 助 の 対 象 事 業 主 体 補 助 率

保険基盤安定負担金 低所得者の保険料（税）の軽減 保険者（市町村） 保険料軽減分
相当額及び軽減世帯数に応じた 県 ３／４
平均保険料（税）額の一定割合 保険者支援分
を補填 国 １／２

県 １／４

特別会計繰出金
（高額医療費負担金分） レセプト１件当たり８０万円を超 県 国 １／４

える額に５９／１００を乗じた額 県 １／４

特別会計繰出金
（県繰入金分） 療養の給付費等にかかる経費の９ 保険者（市町村） ９％

％に相当する額を特別会計に繰出

３ 平成３０年度予算額
６,２４３,１９５千円

保険基盤安定負担金 ２,６４２,９６８千円 (２,６４２,９６８千円)
特別会計繰出金（高額医療費負担金分） ６１４,２６４千円 ( ６１４,２６４千円)
特別会計繰出金（県繰入金分） ２,９８５,９６３千円 (２,９８５,９６３千円)



後期高齢者医療支援事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
高齢化に伴い医療費が増加する中、現役世代と高齢者の負担の公平化を図りつつ、持続可能な制

度とするために、後期高齢者を対象とした後期高齢者医療制度が平成２０年度から施行された。
当該制度が安定的に運営できるよう、低所得者の保険料軽減など国民健康保険制度と同様、法に

基づき各種支援策が講じられ、これらに県の負担金を交付するなど、事業の安定化を図っていく。

２ 事業の概要

事業区分 補助の対象 事業主体 補助率

医療給付費負担金 医療給付費の一定割合を負担 後期高齢者医 国 ３/１２
療広域連合 県 １/１２

市町村 １/１２

基盤安定負担金 低所得者の保険料の軽減相当額 市町村 県 ３/４
の一定割合を補填 市町村 １/４

高額医療費負担金 高額な医療費の発生による財政 後期高齢者医 国 １/４
リスクを緩和するため、レセプ 療広域連合 県 １/４
ト１件あたり８０万円を超える 広域連合 １/２
医療費の部分を負担

財政安定化基金 保険料未納リスク、給付増リス 県 国 １/３
ク等に対応するため、給付及び 県 １/３
貸付等を行う 広域連合 １/３

３ 平成３０年度予算額
１０，８５１，３６７千円

医療給付費負担金 ８，６５８，９９９千円(８，６５８，９９９千円)
基盤安定負担金 １，７３９，５２８千円(１，７３９，５２８千円)
高額医療費負担金 ４５２，８４０千円( ４５２，８４０千円)
財政安定化基金 ０千円( ０千円)



精神保健推進事業
（担当課 障がい福祉課）

自死総合対策事業
いる。※ 県では「自殺」という言葉について、遺族等の心情に配慮し、法令用語や統計用語等を除いて基本的に「自死」を用いることとして

１ 趣 旨
自死を個人的な問題としてとらえるのでなく、その背景にある失業や多重債務などの社会的な要

因があることを踏まえ、社会的な取組みにより、自死の防止と自死遺族に対する支援の充実を図る
ため「自殺対策基本法」が制定された。また、同法に基づき「自殺総合対策大綱」が閣議決定され
た。

全国上位にある自殺死亡率の減少を目標に、総合的な取組を実施し、自死を考えている人を一人
でも多く救うことによって、「誰も自死に追い込まれることのない島根」の実現を目指す。

２ 事業の概要
（１）自死総合対策の推進体制の整備

連携体制を強化するために県自死総合対策連絡協議会及び圏域自死予防対策連絡会（７圏域）
を設置し、自死対策の推進に向けた総合計画の進行管理を行う。

（２）普及啓発事業
自死予防週間（９月１０日からの１週間）や自死対策強化月間（３月）等を契機に自死予防や

心の健康の普及啓発を進める。また、自死の背景にある様々な社会的要因や精神疾患に対する正
しい知識や相談窓口等について、マスメディア等を活用して啓発する。

（３）かかりつけ医等うつ病研修事業
うつ病の初期の段階では不眠や食欲不振などの身体症状から、かかりつけの一般医を受診する

方が多いため、かかりつけ医と精神科医との連絡会議などを開催し、うつ病の早期発見と適切な
治療体制を整備する。

（４）自死対策推進センター事業
島根県自死対策推進センターを県立心と体の相談センター内に設置し、各種関係機関の連携強

化や人材育成に努める。
（５）自死遺族ケア対策事業、自死遺族・自死遺児ケア・支援事業

自死により身近な人を亡くした方を対象とした司法書士への相談会を実施したり、相談窓口や
活用できる制度、必要な手続きなどに関する情報を提供する仕組づくりを行う。

また、関係機関の担当者などが、遺族の方に対し適切な支援が行えるよう、研修を行う。
（６）自死予防電話相談員養成事業

悩みを抱えながら、身近に相談できる相手がいない場合などに、電話により相談をうける民間
の人材を養成する。

（７）民間団体等支援事業
様々な悩みを抱えた人の孤立を防ぐために、相談事業や各種つどいの場の提供など、自死対策

に資する活動を行う民間団体等に対する支援を行う。
（８）自死実態等分析事業

自死の背景には様々な要因があり、年代や地域ごとに特性を踏まえた対策を進める必要がある
ため、さまざまなデータを元に実態分析を行い、効果的な対策の展開に役立てる。

（９）未遂者ケア・支援体制整備事業
未遂者に対する、精神的なケアや継続的な支援体制の構築を図る。

（10）うつ病に対する医療等の支援体制強化事業
うつ病等の疑いのある方が、早期に適切な相談機関につながるよう、相談機関一覧を載せたス

トレスチェック表を事業検診時等に配布する。
（11）ゲートキーパー等人材養成研修事業

自死を考えている人のサインに気づき、適切な対応をとることができる人材（ゲートキーパ
ー）を養成するため、幅広い対象者に対する研修を実施する。

（12）市町村自死対策事業の支援
住民に身近な自治体である市町村においても自死対策の取組みを進めることが重要である。
そのため、市町村が実施する自死対策事業を支援することで、地域の実態に応じたきめ細かい

対策の実施を促進する。

３ 平成３０年度予算額
２２，８１８千円



感染症予防対策推進事業
（担当課 薬事衛生課）

１ 趣 旨
感染症の発生を予防するため、感染症の発生動向の情報伝達、感染に係る検査及び、予防接種

による感染予防を実施する。

２ 事業の概要
（１）感染症発生動向調査

感染症法に基づき感染症の発生動向の把握、調査及び情報提供を行うとともに、感染症の患者
及び接触者に対する感染症の発生状況、動向及び原因の究明を図るため積極的疫学調査を実施す
る。

また、保健環境科学研究所内に設置している島根県感染症情報センターにおいて、定点医療機
関及び各医療機関から患者情報及び病原体情報を収集･分析し、医療機関等へ情報還元する。

（２）肝炎対策事業
肝炎の早期発見・早期治療を推進するため、Ｂ型、Ｃ型肝炎の、委託医療機関と保健所におけ

る無料ウイルス検査及び精密検査の助成を実施するとともに、肝炎に対する正しい知識の普及啓
発を行う。

また、島根県肝炎対策協議会を開催し、肝炎対策を総合的に推進する。
（３）予防接種事故対策費

予防接種による健康被害に対して、市町村が実施する給付事業費の一部を負担する。
また、市町村が設置した予防接種健康被害調査委員会が行う予防接種事故の発生調査費を補助

する。

３ 平成３０年度予算額
５２，３８１千円

災害福祉広域支援ネットワーク体制整備事業
（担当課 地域福祉課）

１ 趣 旨
災害発生時の避難所等において、高齢者・障がい者等福祉的な支援が必要な要配慮者に対して緊

急的に対応が行えるよう、相談・生活支援業務を担う福祉専門職を派遣する仕組みづくりなど、関
係機関・団体の広域的な福祉支援ネットワークの構築及び連携を図る。

２ 事業の概要
（１）ネットワークの運営

県社会福祉協議会が事務局となり、関係機関・団体により設置された「しまね災害福祉広域支
援ネットワーク」を運営する。

（２）ネットワークの普及・啓発
県内におけるネットワークの普及・啓発により、民間支援者、市町村の理解を得て、連携強化

を図る。
（３）災害福祉支援チームの組織づくり、研修、訓練等

災害時における具体的な活動に備え、研修や訓練の実施により、人材育成や資質の向上を図る。

３ 平成３０年度予算額
１，５００千円



しまね流福祉のまちづくり推進事業
（担当課 地域福祉課）

１ 趣 旨
多様化する地域の生活・福祉課題に対して、地域力をどのように高めていくかが重要となってお

り、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、島根県社会福祉協議会を中心として、
身近な地域での見守り、支え合いを行う住民のネットワークづくりなど地域の支え合い体制づくり
を推進する。

２ 事業の概要
（１）市町村社協を主体に生活福祉課題の解決を目指す協議の場づくり等の推進
（２）特に優れた地域福祉活動を行う団体への知事表彰

３ 平成３０年度予算額
千円３，２９６

地域福祉セーフティネット推進事業
（担当課 地域福祉課）

１ 趣 旨
過疎化や少子高齢化、また人間関係の希薄化や自然災害などにより生じた生活上の福祉課題につ

いて、社会福祉協議会と住民、専門職（組織）、行政などが協働してさまざまな施策に取り組み、
支援を必要とする人だけでなく、すべての県民が安心して暮らせるよう、地域におけるセーフティ
ネットの仕組みづくりを進める。

このため、地域で要援護者に対して包括的な支援を行うコミュニティーソーシャルワーカーの研
修やボランティアの養成等を引き続き実施する。

２ 事業の概要
（１）地域福祉トータルケア推進事業

コミュニティソーシャルワーカーの実践力を強化する研修
（２）福祉教育推進事業

地域が一体となった福祉教育を推進するため、「しまね流福祉の学び合い推進セミナー」を開催
（３）ボランティアセンター事業

①住民参加・協働によるボランティアセンター活性化・機能強化事業
②災害救援ボランティア活動啓発・養成事業

（４）県民活動応援サイト「島根いきいき広場」の運営

３ 平成３０年度予算額
千円１０，９２７



福祉介護人材確保対策事業
（担当課 高齢者福祉課・地域福祉課）

１ 趣 旨
高齢化が進む本県では、福祉・介護分野における従事者の確保・定着が喫緊の課題であること

から、福祉人材センターにおける福祉・介護人材の確保・育成の取組を引き続き進めるとともに、
庁内関係各課をはじめ関係機関・団体等の連携により、質の高い福祉・介護サービスが提供され
るよう、福祉・介護職員の確保・定着を図るための施策を実施する。

２ 事業の概要
（１）福祉人材センターの運営

福祉人材センターにおける取組み（無料職業紹介、福祉就職フェア、就職セミナー、各種研修、
職場体験事業など介護人材確保・定着推進のための委託事業等）の充実を図る。

（２）社会福祉施設職員等退職手当共済事業給付費の補助
社会福祉事業の振興に寄与するため、独立行政法人福祉医療機構が実施する退職手当金の支給

に関する費用を補助する。
（３）介護福祉士修学資金等の貸付

介護福祉士等の県内定着を図るため、実施主体を県社会福祉協議会として、養成施設入学者へ
の修学資金や離職した介護人材への再就職準備資金の貸付を行う。

（４）福祉・介護人材マッチング支援事業
福祉人材センターのキャリア支援専門員が求職者の希望に添った福祉職場の紹介や働きやすい

職場づくりに向けた指導・助言を行い、円滑な就労・定着を図る。
（５）職場研修サポート事業

職場研修コーディネーターを福祉人材センターに配置し、小規模事業所等の研修等（キャリア
パス支援、職場研修カリキュラム支援、専門講師派遣調整）をサポートする。

（６）外国人介護福祉士候補者候補者受入施設学習支援事業
外国人介護福祉士候補者が円滑に研修・就労できるように、受入施設における日本語教育及び

介護分野の専門学習に係る経費を補助する。
（７）ネットワークの構築

関係機関・団体で構成する「福祉・介護人材確保対策ネットワーク会議」を開催し、官民一体
となった取組みを行う。

（８）「島根の福祉の魅力」の検討、広報戦略の作成
「島根の福祉の魅力」アンケートを分析し、「島根の福祉の魅力」を定め、広報戦略を作成する。

３ 平成３０年度予算額
４４５，４７３千円

福祉介護人材確保対策事業（総合確保基金分）
（担当課 高齢者福祉課）

１ 趣 旨
高齢化の進展や介護人材不足が深刻化している状況において、介護保険サービス等の質的・量的

向上を図るために、将来を見据えた計画的な介護人材の確保・定着に取組む。
また、市町村等が地域の実情に応じて実施する啓発や人材確保の取組み、資質向上研修も支援する。

２ 事業の概要
（１）介護の仕事のイメージアップ

①「介護の仕事」の理解とイメージアップ促進事業
中学校、高校等への介護福祉士養成施設の講師等による出前講座を実施する。

②介護とのふれあい体験推進事業
中高生の夏休み介護職場体験に加え、小学生と保護者を対象に身近な地域での介護体験プログ
ラムを提供し、より低年齢からの理解を促進する。

③介護や介護の仕事理解促進事業
介護の日（11月11日）前後に県民向けの介護の啓発、介護職員の交流等のイベントを「福祉・
介護人材確保対策ネットワーク会議」と協働で開催し、イメージアップの流れにつなげていく。



④保険者等による介護人材確保対策促進事業
市町村が実施する介護の普及啓発活動、未経験者等の参入促進の取組みを支援する。

（２）多様な人材の確保、すそ野拡大
①中高年齢者等への入門的研修事業

介護の入門的な研修を行い、介護分野への新規就労者のすそ野を拡大する。
②新任介護職員定着支援事業

新任介護職員の介護職員初任者研修に係る経費を助成する。
③介護従事者地域研修事業

従事3年未満の介護職員を対象に技術向上・横のつながり強化を目指した圏域研修を実施する。
④介護職への再就職支援コーディネート事業

福祉人材センターにコーディネーターを配置し、離職した介護人材や他産業からの転職者
等に対し相談支援を行う。

（３）介護人材の資質向上
①介護人材資質向上支援事業

事業者団体等開催の資質向上研修に加えて、市町村が開催の地域単位での資質向上研修も支援
医療介護総合確保促進法に基づく市町村計画に位置づけた場合は、上限を上乗せする。

②介護職場における実務者研修代替職員確保支援事業
通信制による実務者研修受講者のスクーリング期間中の代替職員の雇用経費を補助する。

③離島・中山間地域における介護福祉士資格取得（実務経験ルート）促進事業
実務者研修の受講機会が増えるよう県内介護福祉士養成施設等のスクーリング開催を支援する。

④現任介護職員看護資格取得助成事業
介護事業所の現任介護職員が、新たに看護師資格をするために必要な経費の一部を助成する。

⑤訪問看護師確保対策事業
潜在的看護師が、訪問看護ステーションに従事する場合の経費を助成する。

⑥訪問看護ステーション出向研修事業
病院の看護師が一定期間、訪問看護ステーションに出向し、訪問看護に従事しスキルアップを
図る。

⑦新卒等訪問看護師育成事業
訪問看護ステーションで採用された新人看護師のための教育プログラムに基づく育成事業

（４）定着、労働環境の改善
①介護ロボット導入支援事業

労働環境改善のため、介護ロボット導入経費の一部を助成する。
②エルダーメンター制度導入支援事業

先輩職員による新人職員向け相談体制の充実など精神的支援に重点を置いた「エルダー制度」
を導入を推進するため、新卒採用のある１５事業所をモデル的に選定し、エルダー育成研修、
面談、カフェにより１年かけて育成する。

３ 平成３０年度予算額
１５１，１４４千円（医療介護総合確保促進基金10/10）



社会福祉法人指導事業
（担当課 地域福祉課）

１ 趣 旨
社会福祉法人及び社会福祉施設等の適正な運営を確保するため、法人の設立や定款変更等の認可

及び法人や施設の実地あるいは書面での指導監査を実施する。
社会福祉法の改正により、社会福祉法人制度の大幅な改革が行われたことから、法令等の趣旨に

従い、法人に対して的確な助言、指導を行う。

２ 事業の概要
（１）実施体制

①指導監査は、地域福祉課と各事業課が共同実施
②県西部への対応として地域福祉課職員を石見スタッフとして浜田合庁に配置
③平成２５年度から社会福祉法人に対する認可、指導監査等に関する所轄庁が県から市に変更
（複数市町村にまたがる法人及び町村内のみで事業を行う法人については引き続き県が所轄庁）

（２）実施計画
①基本方針：島根県社会福祉法人等指導監査要綱、同要領及び指導監査実施計画により効果的・

重点的に実施
②監査対象：社会福祉法人、社会福祉施設、事業者等
③監査項目：平成３０年度指導監査実施計画に定める各指導監査調書による
④根拠法令：社会福祉法、生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、介護保険法、障害者総合支援

法
（３）基本的考え方

①法定受託事務である社会福祉法人及び生活保護施設については、厚生労働省の定める要綱等に
基づき実施

②自治事務である児童福祉施設、老人福祉施設、障害者施設については、厚生労働省が示す方針
等を基本として実施

３ 平成３０年度予算額
千円９，８４３



地域包括ケア推進事業
（担当 高齢者福祉課）

１ 趣 旨
県民誰もが、できる限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを、人生の最終段階まで送ること

ができるよう、医療、介護、介護予防、住まい、生活支援のサービスが切れ目なく一体的に提供さ
れる地域包括ケアシステムが、それぞれの地域に応じて構築されるよう市町村等の取組を支援する。

２ 事業の概要
（１）地域包括ケアシステムの「見える化」に向けた取組み

データ活用（提供・分析）、ロードマップ作成等により市町村の現状と課題、今後の方向性に
ついて「見える化」に向けた取組を支援する。

（２）医療介護連携の推進
市町村が取組む「在宅医療・介護連携推進事業」が効果的に機能するよう、医師会等との調整、

担当者会議・研修等の実施、実施状況の把握、好事例の情報提供等により支援する。
（３）介護予防・日常生活支援

住民主体の取組、地域資源の発掘、活用が進むよう、「小さな拠点づくり」や「健康づくり」
等の事業・活動等と連携が進むよう支援する。

３ 平成３０年度予算
８，０００千円

生涯現役社会づくり推進事業（県民意識啓発）
（担当課 高齢者福祉課）

１ 趣 旨
心身ともに健康で、いくつになっても現役意識を持ち続け、社会との関わりを持ちながら生活し

ている高齢者を顕彰することにより、健康・長寿の素晴らしさを県民に周知し、高齢者の健康と生
きがいづくりの意識高揚を図る。

２ 事業の概要
（１）１００歳以上健康超寿者表彰

①対象者
１００歳を超えても健康を保ち、社会との関わりを持っておられる県内在住者

②表彰内容
年１回（９月１日～１５日頃）、対象者５名程度に表彰状及び記念品を授与

（２）７５生涯現役証
①対象者

７５歳を過ぎても何らかの活動（農林水産業や商工業、ボランティアや文化・スポーツ等）に
取り組んでいる県内在住者

②認定方法等
自薦・他薦により提出された申請書を文書審査し、知事による認定証を発行する。

（３）「生涯現役」を応援する協賛事業者のサービス情報提供
７５生涯現役証認定者、６５歳以上高齢者を応援するサービスの協賛事業者を募集し、サービ

ス内容を情報提供する。

３ 平成３０年度予算額
５２５千円



高齢者介護予防推進事業
（担当課 高齢者福祉課）

①地域でガッチリ安心サポート事業（地域支援事業交付金）

１ 趣 旨
要介護状態又は要支援状態となることを予防し、社会参加の促進を図るとともに、地域における

包括的な相談及び支援体制、多様な主体の参画による日常生活の支援体制、在宅医療と介護の連携
体制及び認知症高齢者への支援体制の構築等を一体的に推進することにより、被保険者が地域にお
いて自立した日常生活を営むことができるよう支援する観点から、介護保険者が実施する地域支援
事業に対して交付金を交付する。

２ 事業の概要
介護保険者が従事する下記の事業を対象とする。

（１）介護予防・日常生活支援総合事業（必須事業）
①介護予防・生活支援サービス事業（訪問型サービス、通所型サービス、生活支援サービス、介

護予防ケアマネジメント）
②一般介護予防事業（介護予防把握事業、介護予防普及啓発事業、地域介護予防活動支援事業、

一般介護予防事業評価事業、地域リハビリテーション活動支援事業）
（２）包括的支援事業（必須事業）

①地域包括支援センター運営事業
・総合相談・支援業務（地域の高齢者の実態把握、相談・支援等）
・権利擁護業務（虐待の予防・早期発見、成年後見制度の情報提供等）
・包括的・継続的ケアマネジメント支援業務（支援困難事例に関するケアマネジャーへの助言、
地域のケアマネジャーのネットワークづくり等）
・地域ケア会議 ※これらの事業の実施主体として、地域包括支援センターを設置
②在宅医療・介護連携の推進事業
③認知症施策の推進事業（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員）
④生活支援サービスの体制整備事業（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

（３）任意事業
介護給付費適正化事業、家族支援事業など

３ 平成３０年度予算額
６８４，１２５千円

②介護予防市町村支援事業
（担当課 高齢者福祉課）

１ 趣 旨
高齢者の総合相談機能を担う地域包括支援センターの運営支援を行うとともに、高齢者の生活機

能の維持・向上及び重症化予防のための効果的な介護予防の取り組みとなるよう、各保険者・事業
者の体制整備や評価への支援を行い、サービスの充実・強化を図る。

２ 事業の概要
（１）地域包括支援センター運営支援事業

地域包括支援センターの業務の手法を検討する場・研修の場づくりを県が行い、地域包括支援
センターの運営基盤の確立を支援する。

（２）介護予防事業の評価・市町村支援事業
効果的な介護予防の実施・定着が図られるよう下記の事業により市町村（保険者）、事業者を

支援する。
・介護予防評価・支援委員会の開催
・市町村の介護予防事業の取組支援
・リハビリテーション専門職等の活用推進
・介護予防活動普及展開事業

３ 平成３０年度予算額
２，９０８千円



介護給付費等負担金事業
（担当課 高齢者福祉課）

１ 趣 旨
介護保険法第123条第１項の規定により、政令で定めるところにより、県は市町村に対し、介護給

付費及び予防給付に要する費用のうち、施設等給付費は100分の17.5に相当する額を、居宅給付費に
ついては100分の12.5に相当する額を負担する。また、法第124条の２第３項の規定により、県は市
町村が政令の定めるところにより実施する低所得者保険料軽減事業に要する費用の四分の一に相当
する額を負担する。

２ 事業の概要
介護給付費負担事業（１）

①県負担額算定のルール
・介護保険制度では、介護給付及び予防給付に要する費用の50％は公費負担で、残りの50％が

被保険者の保険料負担となる。
・公費負担の内訳は、国が25％（施設等分は20％）、都道府県が12.5％（施設等分は17.5％）、

市町村が12.5％となっている。
・被保険者の保険料負担の内訳は、第１号被保険者（65歳以上）が23％、第２号被保険者（40

歳以上65歳未満）が27％となっている。
②介護給付費の県負担基本額の推計（平成29年度：78,855,586,500円）

（２）低所得者保険料軽減事業
①市町村が行う低所得者の第一号介護保険料の負担軽減を目的とした介護保険特別会計への繰入

事業。
・対 象：所得段階第一段階にある被保険者
・軽減率：0.05（各保険者が条例でさだめる保険料率から軽減）
・低所得者保険料軽減負担金の県負担基本額の推計（平成29年度：124,880,966円）

３ 平成３０年度予算額
１１，４６９，８２１千円

訪問看護推進事業
（担当課 高齢者福祉課）

１ 趣 旨
病気や要介護状態になっても、最期まで住み慣れた地域で安心して過ごすことができるよう、在

宅療養生活を支援する訪問看護が提供される体制の強化が必要である。そこで、県内における訪問
看護の実態の把握や課題を整理し、その具体的な課題解決に向けての対策を実施することにより、
県内の訪問看護の推進を図る。

２ 事業の概要
（１）訪問看護支援検討会の開催

訪問看護に関する実態調査及び対策の検討をおこなう。
（２）訪問看護相互研修事業

訪問看護ステーションの現場を知る相互研修を実施する。

３ 平成３０年度予算額
３,６４８千円



介護保険低所得者利用負担対策事業
（担当課 高齢者福祉課）

１ 趣 旨
介護保険の導入に伴う負担の激変緩和の観点等から、低所得者の利用者負担について特別の措置

を講じ、介護保険制度の円滑な導入に資する。

２ 事業の概要
（１）障がい者施策におけるホームヘルプサービス利用者の支援措置

障がい者施策等によりホームヘルプサービスを利用していた低所得の障がい者で、介護保険に
よるホームヘルプサービスを利用する場合、利用者負担の助成を行う。

（２）社会福祉法人等による生計困難者等に対する利用者負担の軽減
介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が、低所得者で生計が困難である者等に対して

利用者負担を軽減した場合に、その軽減額の一部について公費助成を行う。
（３）中山間地域等における加算に係る利用者負担軽減措置

中山間地域等に所在する小規模の事業所においては、訪問系の介護サービスについて、10％相
当の加算が行われることから、利用者負担についても10％相当分増額されることになる。このた
め、中山間地域等に所在する小規模事業所以外の利用者との負担均衡を図る観点から、利用者負
担の一部を減額することにより、中山間地域等における介護保険サービスの利用促進を図る。

３ 平成３０年度予算額
１８，８７２千円

ケアマネジャー総合支援事業
（担当課 高齢者福祉課）

１ 趣 旨
介護支援専門員に対する研修を行うことによりケアプランの質の向上を図るとともに介護支援

専門員が適切なケアマネジメントを行えるよう総合的に支援する。

２ 事業の概要
（１）介護支援専門員の養成

介護支援専門員の試験及び実務研修を実施する。
（２）介護支援専門員の資質向上

以下の研修を実施し、介護支援専門員の質の向上を図るとともに、介護支援専門員資格更新の
ための研修を実施する。
①専門研修課程Ⅰ
②専門研修課程Ⅱ
③実務未経験者更新研修
④再研修

（３）主任介護支援専門員の養成・資質向上
介護支援専門員のキャリアアップの一環として位置づけられた主任介護支援専門員の養成（更

新）研修を実施する。

３ 平成３０年度予算額
２８，６８５千円



療養病床再編推進事業
（担当課 高齢者福祉課）

１ 趣 旨
医療費適正化の方針に基づき、療養病床を患者の医療の必要性の観点から再編成し、患者の状態

に即した適切な医療・介護サービスを提供することなどを目的とする療養病床の再編成が円滑に進
むよう、必要な支援を行う。

２ 事業の概要
（１）相談窓口の設置

介護保険施設等への転換意向がある医療機関の円滑な転換を図るため、及び入院患者とその家
族の不安等を解消するために必要な情報提供や相談対応を実施する。

（２）病床転換助成
医療療養病床を介護老人保健施設や居住系サービス等に転換する場合に、医療保険財源を活用

した整備費の助成を実施する。
○助 成 額：｢基準単価×整備床数｣と｢実支出額｣を比較して少ない方の額
○基準単価：[創設・改修]１，０００千円／床 [改築]１，２００千円 [改修]５００千円

３ 平成３０年度予算額
２４，５００千円

認知症施策推進事業
（担当課 高齢者福祉課）

１ 趣 旨
早期の段階からの適切な診断と対応、認知症に関する正しい知識と理解に基づく支援などを通し

て、地域単位で総合的かつ継続的な支援体制を確立することを目的に、各関係機関が連携し総合的
に認知症施策を推進する。

２ 事業の概要
（１）認知症施策検討委員会の運営
（２）認知症地域支援体制構築等推進事業

①認知症疾患医療センター運営事業 ②認知症サポート医養成研修
③認知症サポート医フォローアップ研修 ④医療従事者認知症対応力向上研修
⑤かかりつけ医・歯科医師・薬剤師認知症対 ⑥看護師の認知症対応力向上研修

応力向上研修
⑦認知症初期集中支援チーム員養成研修 ⑧認知症地域支援推進員養成研修
⑨認知症地域連携構築事業

（３）認知症対策普及・相談・支援事業
①認知症コールセンター運営事業 ②若年性認知症支援推進事業
③認知症サポーターキャラバン啓発事業

（４）高齢者権利擁護等推進事業
（５）介護従事者向け認知症研修事業

①認知症介護実践者研修 ②認知症介護実践リーダー研修
③認知症対応型サービス事業開設者研修 ④認知症対応型サービス事業管理者研修
⑤小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 ⑥権利擁護推進員養成研修
⑦認知症介護基礎研修

（６）認知症介護指導者養成研修事業

３ 平成３０年度予算額
６４，７６１千円



介護施設整備推進事業（総合確保基金分）
（担当課 高齢者福祉課）

１ 趣 旨
介護施設の開設準備等の経費を助成する。

２ 事業の概要
（１）特別養護老人ホーム等の円滑な開設のため、施設の開設準備に要する経費について助成する。
（２）在宅での療養生活に伴う医療ニーズの増大に対応するため、訪問看護ステーションの大規模化

やサテライト型事業所の設置に必要な設備費用等について助成する。

３ 平成３０年度予算額
６６，４５２千円（医療介護総合確保促進基金10/10）

介護施設等整備事業（総合確保基金分）
（担当課 高齢者福祉課）

１ 趣 旨
第６期介護保険事業支援計画に基づき実施される介護保険施設等の施設整備への助成を行う。

２ 事業の概要
高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域密着型サービス施設・事業所等の整備

に対して助成する。
（１）平成３０年度整備予定施設

・地域包括支援センター
・認知症対応型グループホーム
・小規模多機能型居宅介護事業所
・定期巡回・随時対応型訪問看護事業所

（２）特別養護老人ホーム（多床室）のプライバシー保護のための改修事業
（３）介護療養型医療施設等の介護老人保健施設等への転換整備

３ 平成３０年度予算額
２９２，０３４千円（医療介護総合確保促進基金10/10）



障がい者地域生活支援事業
（市町村地域生活支援事業等）

（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
障がい者に最も身近な市町村が主体的に地域の実情や利用者の状況に応じた柔軟で細やかなサー

ビスを提供することにより、障がい者が地域で自立した日常生活や社会生活が営めるようにする。

２ 事業の概要
障がい者や障がい児の保護者等からの相談に対応し必要な情報を提供、成年後見制度の利用に

要する費用の支給、手話通訳者の派遣、日中活動の場を提供するなどの必須事業のほか市町村が
必要と判断した事業を支援する。

①実施主体 市町村
②負担割合 国１/２、県１/４、市町村１/４
③事業内容

地域生活支援事業（実施要綱事業名）】【
◆必須事業

理解促進研修・啓発事業

自発的活動支援事業

相談支援事業 基幹相談支援センター等機能強化事業

住宅入居等支援事業

成年後見制度利用支援事業

成年後見制度法人後見支援事業

意思疎通支援事業

日常生活用具給付等事業

手話奉仕員養成研修事業

移動支援事業

地域生活支援センター機能強化事業

◆任意事業

福祉ホームの運営

訪問入浴サービス

生活訓練等

日中一時支援

日常生活支援 地域移行のための安心生活支援

巡回支援専門員整備

相談支援事業所等（地域援助事業者）における退院支援体制確保

協議会における地域資源の開発・利用促進等の支援

レクリエーション活動等支援

芸術文化活動振興

社会参加支援 点字・声の広報等発行

奉仕員養成研修

複数市町村による意思疎通支援の共同実施促進

就業・就労支援 盲人ホームの運営

知的障害者職親委託

◆特別支援事業

地域生活支援促進事業（実施要綱事業名）】【
・発達障害児者地域生活新モデル事業

・障害者虐待防止対策支援事業

・成年後見制度普及啓発事業

・発達障害児者及び家族等支援事業

・重度訪問介護利用者の大学修学支援事業

・特別促進事業

３ 平成３０年度予算額
２１１，５５４千円



障がい者スポーツ・芸術文化の振興
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
障がい者がスポーツや芸術文化活動に取り組むことを通じて、障がい者の自立支援や社会参加の

促進を図る。

２ 事業の概要
（１）障がい者スポーツ振興事業

県障がい者スポーツ大会の開催や全国障害者スポーツ大会への県選手団の派遣、選手の強化育
成等に取り組む。

（２）トップアスリート発掘支援事業
将来有望な選手に関する情報交換等を行うためのネットワークづくり、選手を招いたパラリン

ピック競技体験会の開催等に取り組む。
（３）障がい者アート事業

県内の障がい者アートへの理解と関心を高めるため、「島根県障がい者アート作品展」を開催
する。

３ 平成３０年度予算額
４２，７８４千円



障がい者自立支援医療等給付事業
福祉医療費助成事業

（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
福祉医療費助成対象者（重度心身障がい児・者及びひとり親家庭）に対して医療費の自己負担分

を助成することにより、これらの対象者の健康維持と生活の安定を図る。

２ 事業の概要
（１）実施主体

市町村

（２）福祉医療費助成対象者

対象者数(H29.10.1現在)
後期高齢者 後期高齢者対 象 者 所 得 制 限

医療対象者以外 医療対象者

重度知的障がい者 療育手帳Ａ(IQ35以下) 1,963人 259人
重度身体障がい者 身障手帳1､2級 20歳以上の者につ 5,392人 7,858人
重度精神障がい者 精神手帳1級 いては特別障害者 884人 358人

65歳以上で3か月以上臥床 手当の所得制限を
寝 た き り 者 し、他人の介護が必要な 準用 7人 29人

者
重複重度障がい者 身障手帳3､4級＋IQ50以下 137人 26人

精神手帳2級+身障手帳3,4
級
精神手帳2級+IQ50以下

障がい者計 8,383人 8,530人
18歳未満又は20歳未満の高校3

ひ と り 親 家 庭 所得税非課税世帯 8,459人 2人学年終了までの児童等を養育す

る配偶者のない者及び当該児童

対 象 者 合 計 16,842人 8,532人
25,374人

（３）助成の方法
社会保険各法の規定により保険給付の対象となる療養又は医療の給付を受けた場合、当該療養

又は医療の給付に要する費用のうち、社会保険各法又は社会保険各法以外の法令等の規定により
被保険者等が負担することとなる費用（入院時の食事療養費及び生活療養費に係る標準負担額は
除く。）から医療費の１割を控除した額を助成する。

また、医療費の1割が下記表の額を超えた場合は、下記表の額が限度額となる。

区 分 入 院 入 院 外
一 般 20,000円 6,000円
市町村民税世帯非課税者 2,000円 1,000円
20歳未満の障がい児(者) 2,000円 1,000円

（４）費用負担割合：県１/２、市町村１/２

３ 平成３０年度予算額
８３３，２１４千円



障がい者施設等整備事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
障がい者の自立した生活のため、住まいの場としてのグル-プホ-ム等の整備や日中活動の場としての通所
事業所等の整備を支援する。

２ 事業の概要
補助金名 整備区分 補助率

社会福祉施設等施設整備費 創設、大規模修繕 国1/2、県1/4

３ 平成３０年度予算額
３６４，２０８千円

障がいを理由とする差別解消推進事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
障がいの有無にかかわらず、県民が互いに支え合い、尊重し合いながら、共に生きる社会（共生

社会）の実現を目指すため、差別の原因となる障がい関する知識・理解不足の解消のための普及啓
発活動（あいサポート運動）に取り組むとともに、差別的事案への対応のための相談体制を整備す
る。

２ 事業の概要
（１）山陰両県共同啓発事業「あいサポート運動」

県民が、多様な障がいの特性の理解に努め、障がいのある人に温かく接するとともに、障がい
のある人が困っているときに「ちょっとした手助け」を行う運動を推進する。
・「あいサポーター」研修の実施
・「あいサポート企業・団体」の認定
・「あいサポーター」の認定とシンボルバッジの配付
・「あいサポートメッセンジャー（研修講師）」の養成
・研修資料（パンフレット、映像等）の作成
・小学校高学年向けパンフレットの作成

（２）ヘルプマーク普及推進事業
内部障がいや難病の方、妊娠初期の方など、援助や配慮を必要としていることが外見からは分

かりにくい方が、周囲の方から援助や配慮を受けやすくなるよう身につけるマークとして、全国
で普及が進みつつある「ヘルプマーク」「ヘルプカード」について、無償交付するとともに、県
民に向けて周知広報を図る。

（３）相談体制の整備
障がいを理由とする差別に関する相談に対して、広域的・専門的に対応するため、相談員を配

置する。
また、地域における関係機関が差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、関係

機関により構成される差別解消支援地域協議会を運営する。

３ 平成３０年度予算額
１３，４２３千円



障がい者相談事業
①高次脳機能障がい者支援事業

（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨

高次脳機能障がい者への支援拠点を設置し、地域で生活する高次脳機能障がい者に対する専門的

な相談支援、関係機関とのネットワークの充実、高次脳機能障がいに関する研修等を行い、高次脳

機能障がい者に対して適切な支援が提供される体制の確立を図る。

２ 事業の概要

（１）地域支援拠点事業

地域支援拠点（東部・中部・西部各１か所）を医療法人に委託して設置し、地域支援コーディ

ネーターの配置、担当圏域の相談支援拠点への支援等を行う。

＜参考＞地域支援拠点：（東部）松江青葉病院、（中部）ｴｽﾎﾟｱｰﾙ出雲ｸﾘﾆｯｸ、（西部）松ヶ丘病院

（２）圏域相談支援拠点事業

各圏域で相談支援を行う拠点（７か所）を、社会福祉法人又は医療法人に委託して設置し、各

種相談支援、家族支援及び圏域ネットワーク会議の開催等を行う。

（３）障がい者自立支援協議会高次脳機能障がい者支援部会

医療、福祉等の専門家による評価検証機関を設置し専門的課題の検討、個々のニーズ支援の評

価、事業の実施、対応状況の分析評価等を行う。

３ 平成３０年度予算額

１４，７６４千円



②精神障がい者地域生活移行・地域定着支援事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨

精神障がい者が住み慣れた地域を拠点とし、本人の意向に即して充実した生活が送れるよう、関

係機関の連携のもと支援を行い、入院患者の地域生活への移行及び地域生活継続のための支援を推

進する。

さらに、圏域ごとに関係機関との連携を図り、地域生活に必要な基盤整備をすすめ、暮らしやす

い地域社会の実現を目指す。

２ 事業の概要

精神障がい者の地域生活への移行及び移行後の地域への定着支援の方策について、地域の実情に

即し、関係機関・団体等と連携強化のもと検討を行い、圏域における支援体制を構築するために次

の事業を実施する。

（１）島根県障がい者自立支援協議会 退院支援部会

全県の事業推進に必要な事項の協議を行う。

・開催回数：１～２回／年

・事 務 局：障がい福祉課

（２）精神障がい者地域生活移行・地域定着支援圏域会議

各圏域における実態の把握、課題の抽出を行い、地域の実情に応じた事業の推進方法の検討、

事業の進行管理を行う。

・対象圏域：７圏域

・開催回数：各圏域１～２回

・事 務 局：保健所

（３）ピアサポーター（自立支援ボランティア）の養成講座：各保健所

各圏域において、精神障がい者の地域生活移行及び地域定着に必要な支援（病院訪問・外出、

体験利用の同伴等）を行うピアサポーター（ボランティア）を養成する。

（４）ピアサポーター（自立支援ボランティア）の活用 ：委託事業

（３）で養成されたピアサポーター（自立支援ボランティア）を関係機関との連携のもと積極

的に活用する。

（５）精神障がい者等の地域支援や交流事業の実施：委託事業

関係団体（精神当事者連絡会・精神保健福祉会連合会・精神保健ボランティア協議会において、従来か

らの啓発普及のための活動をより充実させるため、精神障がい者と住民等が交流するイベントを委託し実施

する。

の開催（６）精神障がい者地域移行・地域定着支援事業研修会

医療と福祉の連携推進及び、関係職員のスキルアップのための研修会を実施する。・

（対象者）精神科医療機関・相談支援事業所・介護保険事業所・市町村・保健所等

３ 平成３０年度予算額

４，０８５千円



③強度行動障がい（児）者特別支援事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
障害者支援施設において行動障がい者等の支援ができる体制整備を行い、入所待機の状態にある

強度行動障がい者が、特別支援施設において適切な支援が受けられる体制を整備する。

２ 事業の概要
（１）処遇支援環境整備事業費補助金

強度行動障がい者等への支援に適した施設への改修経費等を補助する。
・補助率：県７／１０

（２）アドバイザーの配置
行動障がい者等支援に係る専門職員を配置し、各施設における支援への助言、指導等を行う。

（３）受入経費等補助金
強度行動障がい者等を受け入れるにあたり必要となる経費等を補助 。する
・実地研修に要する経費 補助率：県１０／１０
・備品整備に要する経費 補助率：県１／２

（４）支援者研修の実施
強度行動障がい者等に対する支援について、基礎研修及び実践研修を開催し、県内支援施設の支援

体制を確保するとともに、強度行動障がい等の出現抑制を図 。る

３ 平成３０年度予算額
１５，３２９千円

④地域生活定着支援事業
（担当課 地域福祉課）

１ 趣 旨
高齢又は障がいを有することで矯正施設から退所した後に自立した日常生活を送ることが困難な

方を、保護観察所等と協働し、退所後に適切な福祉サービスに繋げ、地域の中で自立した社会生活
を送ることができるように支援する。

２ 事業の概要
（１）実施方法

島根県地域生活定着支援センター（平成２２年４月１日設置）において実施する。
（センターの運営は社会福祉法人へ委託）

（２）事業内容
①コーディネート業務

保護観察所からの依頼に基づき、特別調整対象者等について、福祉サービス等に係るニーズ内容

の確認等を行い、受入先施設等の斡旋又は福祉サービス等に係る申請支援等を行 。う
②フォローアップ業務

コーディネートにより矯正施設退所後の本人を受け入れた施設等に対して必要な助言を行 。う
③相談支援業務

懲役若しくは禁固の刑の執行を受け又は保護処分を受けた後、矯正施設から退所した者の福祉サ

ービス等の利用に関して、本人又はその関係者からの相談に応じて、助言その他必要な支援を行 。う

３ 平成３０年度予算額
１８，０００千円



障がい者就労支援事業

①障がい者就労移行推進事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
障がい者の身近な地域で就労や職場への定着を支援する障害者就業・生活支援センターを中心に、

ハローワーク等関係機関と圏域ネットワークを強化するとともに、就労支援員等の能力向上等によ
り一般就労・定着支援に取り組む。

２ 事業の概要
（１）障害者就業・生活支援センター事業

障がい者の就業やそれに伴う生活の支援を総合的に行うため、各圏域に設置し、地域における
一般就労・定着を進める。
・障害者就業・生活支援センター：７か所（松江・雲南・出雲・大田・浜田・益田・隠岐）

（２）障がい者ステップアップ就労支援事業
県の各機関において一定期間（１～３年）働く場所を提供し、一般就労に向けたステップアッ

プの場とする。また、県庁ワークセンターに支援員を配置し本人支援や関係機関との調整を行う。
・雇用場所：障がい福祉課、教育庁総務課、県立学校等（７名）
・障がい種別：知的障がい、精神障がい、視覚障がい、発達障がい

（３）障がい者チャレンジ事業
雇用を前提としない１～２週間の実習を行うことで、「企業」、「障がい者」の双方にとって

の、「知るきっかけ」、「雇うきっかけ」、「働くきっかけ」づくりを支援する。
・実施企業及び実習生（障がい者）への奨励金（１日２，０００円）の支給

（４）障がい者の一般就労及び定着促進事業
障がい者と事業主双方のニーズ調査を踏まえ、お互いの理解促進に資するパンフレットを作成

する。
（５）障がい者就労・定着の啓発促進等

就労・定着支援のスキルアップを目的とした研修事業や、啓発フリーペーパー「レインボー」
の発行等、就労・定着に向けた意識啓発とノウハウ強化のための研修会・セミナーを実施する。

３ 平成３０年度予算額
９１，６８７千円

②障がい者就労支援事業所工賃向上事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
事業所の共同営業窓口として設置した障がい者就労事業振興センターの活動を強化するとともに、

就労機器の購入、新商品開発、販路拡大等についての支援、事業所外就労を促進することにより、
就労支援事業所を利用する障がい者の工賃向上に取り組む。
２ 事業の概要
（１）障がい者就労事業振興センター設置事業

就労支援事業所の共同営業窓口として委託設置し、共同販売や共通ブランドの開発、企業及び
官公庁等からの受注の開拓や取りまとめ等の調整、就労支援事業所への専門家派遣や人材養成研
修、農業や商工業など他産業分野との連携・マッチングの推進等を実施する。
・２か所（松江市、浜田市）

（２）就労機器購入費補助金
就労支援事業所が共同で工賃向上に取り組む際の設備整備を補助する。
・補助限度額：１事業あたり７，５００千円、補助率：３／４

（３）ゆめいくワークサポート事業（島根県社会福祉協議会へ委託）
ごうぎんチャレンジドで知的障がい者が描いた絵画デザインを企業に利用してもらい、その利

用料を就労支援事業所等へ助成する。

３ 平成３０年度予算額
５８，３６５千円



子ども発達支援事業

①発達障がい者支援体制整備事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
早期支援体制を充実させるために専門的知識を有する人材を育成するとともに、発達障害者支援

センター、関係機関が連携を進めることで、発達障がい者及びその家族のライフステージに応じた
支援を行う。

２ 事業の概要
（１）実施方法等

・東部発達障害者支援センターウィッシュ、西部発達障害者支援センターウィンドで実施する。
（運営は社会福祉法人に委託）

（２）事業内容
・地域支援マネジャーを中心に市町村等の発達障がい者支援をサポートする。
・発達障がい者等への支援を行う市町村や関係機関に対する助言・指導を行う。
・発達障がい者等に対する専門的な相談・助言、発達支援、就労支援を行う。
・家族支援として、ペアレントメンターによる相談や普及啓発等を行う。
・発達障がいに関する県民向けフォーラムの開催や、支援機関の職員、保健師、保育士等への

研修を行う。

３ 平成３０年度予算額
６７，８５６千円

②在宅心身障がい児援護事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
障がい児（者）施設の有する機能を活用し、身近な地域で必要なサービスを受けられる体制の充

実を行うことで在宅の重症心身障がい児（者）のライフステージに応じた地域での生活を支援する。

２ 事業の概要
（１）重症心身障がい児（者）巡回等療育支援事業

利用できる通所支援施設がない地域に在住する重症心身障がい児（者）が、専門的療育を安定
して受けることができるよう、社会福祉法人島根整肢学園が行うサービスの巡回又は送迎にかか
る経費について助成する。（県１０/１０）

①巡回方式・・・松江 → 安来、雲南、出雲市内の５か所に週１回巡回
江津 → 益田に週２回巡回

②送迎方式・・・島根療護園利用者のうち片道概ね１時間以上の者を対象
（２）重症心身障がい児（者）サービス基盤整備事業

障がい福祉サービス事業者（医療機関である事業者を除く）が看護職員を加配し、医療的なケ
①の必要度が高い超重症児（者）等を受け入れる体制を整え、児童発達支援やショートステイ等
を提供した場合、児童福祉法及び障害者総合支援法の個別給付等への上乗せ助成（県１０/１０）
を行い、在宅の重症心身障がい児（者）の家族の負担軽減を図る。

（３）医療的ケア児支援体制整備事業
医療的ケアが必要な障がい児が地域において適切な支援を受けることができるよう、保健、医

療、福祉、教育その他の関係機関が連携を図るための協議会を開催する。
（４）在宅心身障がい児関係補助金

心身障がい児療育キャンプの開催費等を補助し、障がい児の社会適応能力の習得を進める。

３ 平成３０年度予算額
６５，５２７千円



③島根県障がい児支援事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
早期療育は、障がい児の障がい軽減・社会適応能力の向上を図る上で重要な取り組みであるこ

とから、どの地域でも平等に療育が受けられ、療育を受けやすい環境が整うよう、市町村が実施
する療育事業等を支援する。

２ 事業の概要
（１）子ども発達支援事業費補助金

市町村が実施する就学前の児童・家族を対象に地域の中で行う療育活動や、就学児童を対象に
土日・祝日等に行う社会活動、ボランティア等との交流事業を支援する。また、障がい児等の家
族への支援として市町村が行う、障がい児等の保護者相談や情報交換の場の提供などの事業を支
援する。

①実施主体 市町村
②負担割合 県１/２、市町村１/２

３ 平成３０年度予算額
９，６８８千円

④子どもの心の診療ネットワーク事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
様々な子どもの心の問題、児童虐待や発達障がいに対応するため、拠点病院（県立こころの医

療センター）・協力病院（島根大学子どものこころ診療部）を中核とし、各圏域において医療、
保健、福祉、教育等の関係機関が連携した子どもの心の支援体制の構築を図る。

２ 事業の概要
（１）子どもの心の診療支援事業

・全県ネットワーク会議等の開催
・各圏域でネットワーク会議の開催や事例検討会、子どもの心の健康相談会の実施

（２）拠点病院における相談支援体制強化事業
・心理職等３名を配置し、病院及び各圏域の相談支援体制を強化
・ケースへの理解を深め、専門性向上を図るため症例検討会を実施

（３）発達障がい等子どもの心の診療対応力向上事業
・協力病院に委託し、県内のかかりつけ医等を対象に、発達障がい等子どもの心の診療にか
かわる研修を開催

・小児科医や精神科医を対象に子どもの心に関わる事例検討会を開催
（４）子どもの心の診療関係者研修・育成事業

・専門職（看護師・保健師等）を対象にした研修会の開催
・医師及び専門職員を研修会へ派遣

３ 平成３０年度予算額
１５，０８０千円



ひきこもり支援センター事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨
ひきこもり状態にある本人や家族等からの相談・支援を行い、関係機関と連携し、必要に応じて

支援機関等につなぐことにより、当事者の自立を支援する。

２ 事業の概要
（１）ひきこもり支援センターの設置

心と体の相談センターにひきこもり支援センターを設置し、ひきこもり状態にある本人や家族
等からの相談、支援を行う。

（２）主な事業内容
・ひきこもり相談：本人や家族等からの相談に応じ、必要な支援を行う。
・家族教室の開催：各圏域において、家族教室を開催する。
・家 族 会 支 援：全県の家族会への支援を行うとともに、各地域での家族会結成を促す。
・研 修 会 の 開 催：市町村、支援機関その他支援関係者への研修を行う。
・技 術 支 援：一次的相談窓口である市町村に対する技術支援を行う。
・ネットワーク構築：関係機関からなる県連絡協議会、圏域連絡協議会の開催
・普 及 啓 発：リーフレットの配布等、ひきこもり支援に関する広報・情報提供等を行う。
・そ の 他：その他ひきこもり支援を目的とした事業

３ 平成３０年度予算額
７，１０４千円



生活保護費の給付事業
生活保護の適正実施事業

（担当課 地域福祉課）

１ 趣 旨
生活保護の適正実施と生活保護業務の実施水準の確保のため、各福祉事務所（１９市町村）に対

する指導監査を計画的・重点的に実施するとともに、町村福祉事務所の生活保護業務が円滑かつ適
正に実施されるよう、町村福祉事務所への支援を行います。

２ 事業の概要
（１）指導監査の実施

①県の定める実施要綱に基づき、次のとおり指導監査を実施
・法施行事務ヒアリング（１９福祉事務所）
・一般監査（特別指導監査及び厚生労働省監査の実施事務所を除く１７福祉事務所）
・特別指導監査（１福祉事務所）
・特別監査（特定の事項に問題がある福祉事務所） 等

（２）市町村福祉事務所への支援
・適正実施のための相談・指導
・人材育成のための研修開催
・優良事例等横展開

３ 平成３０年度予算額
千円１０４，２５８

生活困窮者支援・子どものセーフティネット推進費
（担当課 地域福祉課）

①生活困窮者自立相談支援事業の推進

１ 趣 旨
生活困窮者に対し、包括的かつ継続的な支援が行われ、就労による自立や早期の生活再建が図

られるよう県内の体制の充実を支援する。

２ 事業の概要
生活困窮者自立相談支援機関の職員等に対する研修機会の提供

３ 平成３０年度予算額
２２９千円

②子どものセーフティネットの推進

１ 趣 旨
貧困の状態にある子どもを発見し適切な支援につなぐため、島根県子どものセーフティネット

推進計画に基づき、関係機関との連携体制を図る。

２ 事業の概要
子どものセーフティネット推進委員会等の開催

３ 平成３０年度予算額
１７９千円



地域医療の支援事業（在宅医療の推進）
（担当課 医療政策課）

１ 趣 旨
地域包括ケア推進のため、訪問診療や訪問看護を行う医療機関への支援を行い、在宅医療の充実

を図る。

２ 事業の概要
（１）条件不利地域で在宅医療を行う病院や訪問看護ステーション等の運営を支援
（２）訪問診療用機器整備の支援
（３）在宅医療に係る人材の育成
（４）病床機能の転換や在宅医療を推進するため、病院等との調整を行う人材を配置

３ 平成３０年度予算額
８４，１７３千円

地域医療の支援事業（ドクターヘリの運航）
（担当課 医療政策課）

１ 趣 旨
救急医療の確保・充実を推進するため、ドクターヘリ等の運航により患者搬送体制の強化を図る。

２ 事業の概要
（１）国庫補助事業による運航委託
（２）地域医療再生基金（ＪＡ寄付分）を活用した補助限度額超過分の運航
（３）広域連携負担金

３ 平成３０年度予算額
３５３，６４７千円

地域医療の支援事業（地域医療連携ＩＴシステム支援事業）
（担当課 医療政策課）

１ 趣 旨
地域包括ケア推進のため、県内の医療機関の役割分担と連携促進を図り、医療の質の向上と在宅

医療を推進するための情報基盤整備を行う。

２ 事業の概要
（１）医療情報ネットワーク（まめネット）基盤の運営への支援
（２）電子カルテ整備改修支援

３ 平成３０年度予算額
２３５，４７７千円



地域医療の支援事業（地域医療提供体制構築事業）
（担当課 医療政策課）

１ 趣 旨
医療提供体制の維持・強化のために必要な施設・設備の整備を支援するとともに、地域包括ケア

病床への転換など、各医療圏域で合意が得られた医療機関間の機能分担・連携に対する支援等を行
う。

２ 事業の概要
（１）医療機能の確保・充実のための施設設備整備の支援
（２）病床機能転換等に伴う施設設備整備、人材確保の支援
（３）医療機能の分化・連携を推進する取組への支援

３ 平成３０年度予算額
１，１９７，８６９千円



しまねのがん対策推進事業
（担当課 健康推進課）

①科学的根拠に基づくがん検診の充実

１ 趣 旨
島根県がん対策推進計画（H30（2018）～H35（2023）年度）におけるがんの年齢調整死亡率の低

減目標を達成するため、がんの死亡率低減が明らかとなっている対策型検診について、精度管理の
下、受診率の向上を図る。

２ 事業の概要
臨床進行度早期がん（上皮内及び限局）で発見される割合を増加させ、がん死亡率の低減を図る。

（１）対策型検診を精度管理の下に実施
①各がん部会（生活習慣病検診管理指導協議会）における精度管理及び受診率向上対策の検討
②各市町村及び検診機関における検診実施の実態調査を実施

（２）働き盛り世代の受診率向上
①かかりつけ医からの受診勧奨
②受診機会の増に資するがん検診機器の整備を実施
③従業員の健康づくり（健康経営）を行う事業所を「しまね☆まめなカンパニー」として認定

し、その取り組みが優良なものについて支援を実施※従業員等へのがん検診等の啓発等
（３）圏域単位で選定した重点的に取組むがんの種類について、精度管理や受診率向上対策を実施

３ 平成３０年度予算
２６，２７４千円

②患者本位で将来にわたって持続可能なしまねらしいがん医療の
実現

１ 趣 旨
島根県がん対策推進計画（H30（2018）～H35（2023）年度）におけるがんの年齢調整死亡率の低

減目標を達成するため、県内どこに住んでいても安心してがん医療が受けられ、患者やその家族の
痛みやつらさが緩和され、生活の質が向上している状態を目指す。

２ 事業の概要
全がんの５年相対生存率及び国立がん研究センターの患者体験調査において、納得のいく治療選

択ができたと回答した患者、身体の苦痛や気持ちのつらさがないと回答した患者の割合をそれぞれ
増加させる。

（１）国の拠点病院整備指針の改定に対応することで体制の維持を図る
①がん診療連携拠点病院機能強化補助金

（２）がん医療の地域連携の促進
①益田赤十字病院の国地域がん診療病院指定にむけた支援事業
②地域の病院へのにおけるがんチーム医療の質向上のための研修委託事業

(３）治験や先進医療等に関する情報提供体制の構築
①生殖機能温存のためのガイドラインの普及等による患者への情報提供体制の構築

(４）患者が望む場所で緩和ケアが受けられるよう地域の緩和ケア体制の強化
①医療、介護従事者への緩和ケア研修の実施

３ 平成３０年度予算
６５，０１４千円



③尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築

１ 趣 旨
島根県がん対策推進計画（H30（2018）～H35（2023）年度）におけるがんの年齢調整死亡率の低

減目標を達成するため、患者やその家族の治療や療養生活の悩みが軽減され、県民が自分や身近な
人ががんに罹患しても、それを正しく理解し、向き合えている状態を目指す。

２ 事業の概要
国立がん研究センターの患者体験調査において、自分らしい日常生活が遅れていると回答した患

者の割合を増加させ、また、周囲の人からがんに対する偏見を感じたり、不必要に気を遣われてい
ると感じると回答した患者の割合をそれぞれ減少させる。

（１）患者のライフステージごとの課題に対応できるよう相談支援の充実を図る
①患者、有識者等による世代別課題検討会議の実施
②がん相談員等の資質向上のための研修の実施
③ピアサポート（がんサロン・ピアサポーター）の充実のための研修の実施
④がん治療による外見変貌へのケア相談会等を実施
⑤健康経営を行う事業所を「しまね☆まめなカンパニー」として認定し、その取り組みが優良

なものについて支援を実施（再掲）※従業員に対する治療と仕事の両立支援
（２）SNSを利用した双方向の情報発信の実施
（３）子どもへは学校でのがん教育が円滑に実施されるよう支援を実施

①教職員に対し、がん教育にかかる研修会の実施
②がん経験者、医療従事者、行政などによるがん教育の外部講師養成研修を実施

(４）大人へはメディア、SNS、ホームページ、勤務先の事業所等それぞれの特性を生かした情報提供
を実施
①学校でのがん教育授業を保護者へ公開した場合に外部講師を派遣
②従業員の健康づくり（健康経営）を行う事業所を「しまね☆まめなカンパニー」として認定

し、その取り組みが優良なものについて支援を実施（再掲）※従業員等へのがんに関する情
報提供

３ 平成３０年度予算
２０，８７５千円



精神医療提供事業

①精神科救急医療体制整備事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨

精神科救急情報センターを設置し、当事者・家族、警察・消防関係者等からの精神科医療相談に

２４時間対応可能とすることにより、症例に応じた適切な受療行動につなげ、精神障がい者の疾患

の重篤化を軽減する。

２ 事業の概要

（１）精神科救急情報センター等事業

精神科救急情報センターを各保健所及び県立こころの医療センターに設置し、精神医療相談等

に２４時間対応するための体制を整備する。

①精神科救急に関する住民からの相談、医療機関、警察・消防からの照会等への対応

②精神保健指定医、応急入院指定病院等への連絡調整

③精神障がい者又はその家族等からの精神医療相談への対応

（２）精神科救急医療施設事業

精神科救急医療施設において、休日又は夜間における緊急受診者に対する診療応需の体制を確

保する。

３ 平成３０年度予算額

４４，１８４千円

②心神喪失者等医療観察法医療体制整備事業
（担当課 障がい福祉課）

１ 趣 旨

心神喪失又は心神耗弱の状態で重大な他害行為（殺人、放火、強盗、強姦、強制性行、強制わい

せつ、傷害）を行い、不起訴処分となるか無罪等が確定した方に対して、適切な医療を提供し、社

会復帰を促進するための心神喪失者等医療観察法医療体制を整備する。

２ 事業の概要

（１）指定入院医療機関整備事業

県立こころの医療センターにおいて指定入院医療機関を運営する。

運営費負担金：４０,８６８千円（国庫負担金１０／１０）

３ 平成３０年度予算額

４０，８６８千円



医師の確保対策事業
（担当課 医療政策課）

１ 趣 旨
中山間地域や離島を中心として、医師不足による医療の確保が深刻な問題になっていることから、

「島根で働く医師を呼ぶ」、「島根で働く医師を育てる」、「島根で働く医師を助ける」の３つの
柱で医師確保対策を推進する。

２ 事業の概要
（１）現役の医師を『呼ぶ』対策

①県外医師の招へい
・Web広報等による情報発信、医学学会等でのＰＲ
・県外医師との出張面談により地域医療を志す医師を招へい
・県外医師等を対象に県内医療機関視察ツアーを実施

②地域（医療機関・市町村）が行う取組への支援
（２）地域医療を担う医師を『育てる』対策

①医学生向け奨学金貸与
・島根大学地域枠、緊急医師確保対策枠、県内定着枠
・鳥取大学島根県枠
・全国大学枠

②産婦人科等研修医向け研修資金の貸与
③自治医科大学運営費負担
④島根大学医学部等における医師の養成を支援

・島根大学医学部へ設けた寄附講座による医学生等への支援
⑤一般社団法人しまね地域医療支援センターの運営

（３）地域勤務医師を『助ける』対策
①県立病院等からの代診医派遣
②診療応援を受ける医療機関への支援
③周産期医療体制確保のための医師の処遇改善（分娩業務手当等の助成）

・離島・中山間地に所在する分娩数の少ない医療機関に対し、産科の運営費を助成

３ 平成３０年度予算額
７９３，８７２千円



看護職員の確保対策事業
（担当課 医療政策課）

１ 趣 旨
離島・中山間地域や中小病院を中心に看護職員の確保が困難な状況が発生していることから、

「県内進学の促進」「県内就業の促進」「離職防止・再就業支援」「資質向上」の４つの柱で看護
師をはじめとする看護職員の確保対策を推進する。

２ 事業の概要
（１）県内進学促進対策

①県立高等看護学院（松江・石見）において看護師を養成
②民間看護師等養成所の運営費に対する支援

（２）県内就業促進対策
①県内就業を目指す看護学生に修学資金を貸与（新規貸与枠40名）
②過疎地域・離島の医療施設等への就業を目指す看護学生に修学資金を貸与（新規貸与枠20名）

（３）離職防止・再就業支援対策
①県ナースセンターを指定して無料職業紹介等を実施
②新人看護職員の合同卒後研修、教育担当者研修を実施
③民間病院の院内保育所運営費に対する支援
④病院の行う新人卒後臨床研修に対する支援

（４）資質の向上
①管理者研修、リーダー研修等の実施
②医療施設間での助産師の出向・受入を支援
③医師等の判断を待たずに一定の診療の補助ができる看護師の研修受講支援・研修機関の設置を

検討
④島根県立大学に認知症認定看護師の養成コースを開設
⑤緩和ケア研修の実施（健康推進課事業）

（５）助産師確保・活用対策
助産師として県内就業を目指す看護学生に修学資金を貸与（新規貸与枠10名）

３ 平成３０年度予算額
５９０，１８８千円



結婚対策強化事業（平成の縁結び応援事業）
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
未婚・晩婚化が少子化の大きな要因であることから、結婚や出産についての啓発を実施するとと

もに、独身男女の出会いの場を民間と行政が協働して創出し、結婚を望む独身者を社会全体で応援
していく。

２ 事業の概要
（１）しまね縁結びサポートセンター運営事業

結婚を望む男女の出会い、結婚の支援を行うため、県・市町村・関係団体・ボランティア団体
等で「（一社）しまね縁結びサポートセンター」を設置・運営し、主として次の事業を行う。

①結婚相談、情報提供
②縁結びボランティア「はぴこ」による広域マッチング
③企業・市町村の結婚対策の支援
④情報の発信・県外婚活者の呼び込み
⑤出会いの場を創出するために地域団体等が行うイベント等への支援
⑥コンピューターマッチングシステムの導入

（２）意識啓発・機運醸成事業
若年層への結婚、妊娠、出産に関し、関心と正しい理解をもってもらえるよう講座を実施する

とともに、地域で結婚に関する関心や支援する機運を醸成するための取り組みを展開する。

３ 平成３０年度予算額
１０３，１０９千円



お産あんしんネットワーク事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
増加するハイリスク妊婦・低出生体重児に対応するため高度な周産期医療が求められ、また、産

科・小児科医が減少する中、その人材確保とともに周産期医療機関の機能分担と病診連携の強化が
必要となっている。

そのため、地域において妊娠、出産から新生児にいたる高度専門的な医療を効果的に提供する総
合的な周産期医療体制を整備し、県内どこに住んでいても安心して子どもを産み育てることができ
る環境づくりの推進を図る。

２ 事業の概要

項 目 主 な 事 業 名 事 業 内 容

周産期医療 総合周産期母子医療センタ 総合周産期母子医療センター（県立中央病院）及び
ネットワー ー・地域周産期母子医療セ 地域周産期母子医療センターの運営費を補助
クの構築 ンター支援事業

島根県周産期医療協議会 島根県の周産期医療体制の推進について検討

圏域周産期医療体制検討会 圏域ごとの周産期医療体制の推進について検討

周産期医療従事者研修事業 周産期医療従事者研修・症例検討会
（県立中央病院へ委託）

３ 平成３０年度予算額
４３，００４千円



女性の健康相談事業
（担当課 健康推進課）

①不妊専門相談センター事業

１ 趣 旨
不妊治療が普及する一方で、不妊に悩む夫婦等を対象とした専門医・助産師等による電話相談及

び面接相談を行うことにより、不妊をめぐる悩みを解消し自己決定の支援を行うとともに、不妊に
関する課題に対応する適切な体制整備を図る。

２ 事業の概要
（１）運営体制：県立中央病院に不妊専門相談センターを委託設置し、専門医師や助産師等による

不妊に関する電話相談、面接相談を実施する。
（２）電話相談：月～金曜日 １５：００～１７：００

（３）面接相談：予約制

（４）メールによる相談：随時

（５）実施主体：島根県

３ 平成３０年度予算額
２，２０２千円

②思春期専門相談事業

１ 趣 旨
思春期の性に関する相談を気軽にできる体制を確立し、正しい知識及び情報提供と保健指導を行

うことにより、健康の自己管理や性の自己決定ができるよう支援し、思春期の男女の健全育成を図
ることを目的とする。

２ 事業の概要
（１）運営体制：島根県助産師会に委託
（２）相談対象者：原則として、島根県に住所を有する思春期の男女及びその保護者

（３）相談対応者：助産師

（４）相談時間：１日24時間、年間通じて対応する。

（５）相談方法：専用の回線により、電話相談を受け付ける。

３ 平成３０年度予算額
１００千円



不妊治療支援事業

①特定不妊治療費助成事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
不妊治療のうち、体外受精及び顕微授精については１回の治療費が高額であり、子どもが欲しい

と望んでいるにもかかわらず十分な治療を受けることができない者も少なくないことから、治療費
の一部を助成することにより、その経済的負担の軽減を図ることを目的とする。

２ 事業の概要
（１）対 象 治 療：体外受精及び顕微授精
（２）助成対象者：法律上の夫婦
（３）給 付 内 容：治療１回につき上限額１５万円（初回申請のみ３０万円、男性不妊治療を実施し

た場合には１５万円上乗せ。但し凍結胚使用及び採卵できなかった場合は上限が
７万５千円、）
初回治療開始時の妻の年齢が４３歳未満の場合のみ助成対象
初回治療開始時の妻の年齢が４０歳未満であるときは通算助成回数は６回まで
初回治療開始時の妻の年齢が４０歳以上であるときは通算助成回数は３回まで
年間助成回数及び通算助成回数期間については制限しない。

（４）所 得 制 限：年間７３０万円未満（夫婦合算所得額）

３ 平成３０年度予算額
１２３，７４１千円

②男性不妊検査費助成事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
男性が不妊検査を受けた場合にその費用を助成することにより、早期に適切な治療を開始するこ

とを促し、子どもを産み育てやすい環境づくりを推進することを目的とする。

２ 事業の概要
（１）助成対象：法律上の婚姻関係にある夫婦であって、男性不妊検査を受けた者
（２）助成内容：男性不妊検査に要した費用の７割の額とし、上限額２万８千円まで。

３ 平成３０年度予算額
５，５９５千円



親と子の医療費助成事業

①乳幼児等医療費助成事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
乳幼児等の医療費を助成することにより、乳幼児等の疾病の早期発見、早期治療を促進するとと

もに、子育てに伴う保護者の経済的負担の軽減を図り、もって乳幼児等の健全な育成及び安心して
子どもを生み育てることができる環境づくりを推進する。

２ 事業の概要
（１）助成内容

下表の乳幼児等の医療費の支払額を、本人負担額が１割になるように助成する。
本人負担額が高額にならないよう、１ヶ月・１医療機関あたりの限度額を下表のとおり定める。
（助成対象になるのは健康保険等の対象となる医療費の自己負担分）

対象（県内に住所を有する者に限る） 入院 通院
① ０歳から小学校就学前幼児（所得制限なし） ２,０００円 １,０００円
② 就学後２０歳未満の者の慢性呼吸器疾患等 １５,０００円 助成対象外

１６疾患群にかかる入院 （所得制限あり）
※所得制限は、児童手当特例給付に準ずる。

〔慢性呼吸器疾患等１６疾患群〕
慢性腎疾患、慢性呼吸器疾患、慢性心疾患、膠原病、神経･筋疾患、悪性新生物、内分泌疾患、

糖尿病、先天性代謝異常、血液疾患、免疫疾患、慢性消化器疾患、染色体又は遺伝子に変化を伴
う症候群、皮膚疾患、骨系統疾患、脈管系疾患の疾患群のうち市町村長が認定した疾患

（２）助成方法
表アの場合は、原則現物給付。ただし、県外の医療機関で受診した場合等現物給付によりがた

い場合は償還方式により助成。表イの場合は、償還方式により助成。

３ 平成３０年度予算額
６０６，３０３千円

②先天性代謝異常検査事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
身体や精神の発達に障がいを生じるおそれのある先天性代謝異常等について、新生児に対してマ

ススクリーニング検査を実施することにより、早期発見・早期治療を行い、予防対策の強化を図る
ことを目的とする。

２ 事業の概要
（１）事業内容

県内の新生児を対象とし、検査を受けることを希望する保護者が医療機関等の採血機関へ検査
の申込みを行い、島根大学医学部附属病院においてスクリーニング検査を実施する。

検査費用は県の負担において行う（採血機関における採血料等は保護者の負担）
（２）検査機関：島根大学医学部附属病院

３ 平成３０年度予算額
１７，９３１千円



③障がい児療養支援事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
心臓疾患等県内の医療機関では治療が困難でやむを得ず県外の医療機関に長期にわたり入院する、

身体に障がいのある児童を有する家庭の経済的負担を軽減することによって、当該児童の療養環境
の整備に資することを目的とする。

２ 事業の概要
（１）交通費等助成

①事業内容
育成医療の給付を受ける児童が県外の医療機関に入院する際に、本人及び付添者の交通費等

への助成を行う実施主体に補助金を交付する。
なお、術前検査又は術後検査の際の交通費についても助成対象としている。

②実施主体：島根県心身障害児（者）親の会連合会
③助 成 額：定額方式

（２）滞在資金貸付
①事業内容

育成医療の給付を受ける児童が県外の医療機関に１０日以上入院する際に、児童の扶養義務
者に必要な準備経費・滞在経費の貸し付けを行う実施主体に補助金を交付する。

②実施主体：島根県社会福祉協議会
③貸 付 額：入院期間１ヶ月未満 ３０万円以内、同１ヶ月以上 ５０万円以内… …

３ 平成３０年度予算額
５，５１５千円



第１子・第２子に係る保育料軽減事業
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
若い子育て世帯等の経済的負担を軽減することにより、希望どおりの人数の子どもを産み育てる

ことができる環境づくりを推進する。

２ 事業の概要
認可保育所若しくは認定こども園に入所している児童又は家庭的保育事業等若しくは特例保育に

よる保育を利用している一定所得以下の世帯について、第１子・第２子の３歳未満の児童に係る保
育料を市町村が本来定める保育料から１／３以上軽減する。

①実施主体 市町村
②補助率 県１０／１０

３ 平成３０年度予算額
３０６，６７４千円

第３子以降保育料軽減事業
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
経済的負担感の大きい多子世帯の保育料を軽減することにより、安心して子どもを生み育てるこ

とができる環境づくりを推進する。

２ 事業の概要
認可保育所、認定こども園、へき地保育所、保育型児童館若しくは認可外保育施設(認可外保育施

設指導監督基準に適合している場合に限る。)に入所している児童又は家庭的保育事業等若しくは特
例保育による保育を利用している第３子以降の３歳未満の児童に係る保育料を軽減する。

①実施主体 市町村
②補助率 県１／２

３ 平成３０年度予算額
１２０，０８２千円



待機児童ゼロ化事業
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
待機児童発生市町村において、定員を増やし、年度途中の入所受入れを積極的に行う保

育所等に対して、保育士の人件費の一部を補助することにより、保護者が希望する時期に
する。保育所等に入所できる環境を整備

２ 事業の概要
（１）事業内容

保育所等が、定員を増やし、かつ、年度途中の受入れが可能となるように保育士を余剰に配置し
ている場合、保育士の人件費の一部を補助

（２）対象
待機児童発生市町村において、定員を増やした保育所又は認定こども園

（３）補助基準
各月における受け入れ可能な児童数（０歳児）に応じ、保育士人件費の一部を補助

・３人 ２００千円/月
・２人 １３２千円/月
・１人 ６６千円/月

（４）負担割合
県１／２ 市町村１／２

３ 平成３０年度予算額
３４，２３９千円



保育所等整備支援事業
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
保育所等の創設や老朽改築による保育環境整備などの保育所等、施設整備に要する費用の一部を

補助することにより、子どもを安心して育てることが出来るような体制整備を行う。

２ 事業の概要
（１）保育所等緊急整備事業（基金事業）

安心こども基金を活用し、保育所の整備を行う。

（２）認定こども園施設整備
認定こども園施設整備交付金（文部科学省）を活用し、認定こども園の整備を行う。

３ 平成３０年度予算額
７８，０３４千円



保育所等運営支援事業（保育人材確保等事業）
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
保育の人材確保に向けて、就職説明会やセミナーの実施、修学資金の貸付等既存の支援策を着

実に実施するとともに、平成29年度から開始した、潜在保育士等の復職を支援する「しまね保育人材
バン ク」の運営や保育実習生に対する旅費の支援などを通じて、更に取組みを強化する。

２ 事業の概要
（１）新卒保育士確保支援事業（島根県福祉人材センター委託事業）

県内就職相談会、県外ガイダンス、離島及び県西部の保育所における人材確保の取組を支援す
る。

（２）保育士・保育所支援センター運営等事業（島根県福祉人材センター委託事業）
潜在保育士及び保育所に勤務する保育士等の就職支援等を行う。

（３）保育士バンク設置・運営事業（島根県福祉人材センター委託事業）
保育士確保対策の更なる強化策として、潜在保育士等の復職を支援するしまね保育人材バンク

の設置・運営等の事業を実施する。
（４）保育士修学資金貸付等事業

①保育人材の確保を目的とし、以下の修学資金の貸付等の事業を実施する。
・保育士修学資金貸付
・保育補助者雇上費貸付
・就職準備金貸付
・未就学児をもつ保育士に対する保育料の一部貸付
・未就学児をもつ保育士の子どもの預かり支援事業利用料金の一部貸付

（５）保育士資格取得支援事業
①認定こども園や保育所等における保育士確保のため、対象者の保育士資格取得を支援する。

・保育教諭確保のための保育士資格取得支援事業
・幼稚園教諭免許状を有する者の保育士資格取得支援事業
・保育所等保育士資格取得支援事業
・認可外保育施設保育士資格取得支援事業

（６）認定こども園移行に伴う幼稚園教諭免許更新講習受講支援事業
保育士資格を有する者が幼稚園教諭免許更新講習を受講する際に、代替として雇い上げた保

育士等の雇上費の補助を行う。
（７）保育実習生等に対する旅費支援事業

保育実習やボランティアについて、島根県内での実習等を促し、県内での就職に繋げるため、
実習等に要する旅費の助成を行う（ふるさと島根寄附金充当事業）。

（８）保育教諭確保のための幼稚園教諭免許取得支援事業
保育士資格を有する者が特例により幼稚園免許状を取得するための受講料等の補助を行う。

（９）支援員認定研修
地域の実情やニーズに応じて、子育て支援の担い手となる子育て支援員の認定研修を実施する。

３ 平成３０年度予算額
４２，９２４千円



しまね結婚・子育て市町村交付金事業
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
市町村が実施する、出生数増加のために行う未婚・晩婚化対策、安心して出産できる体制や子育

てできる環境整備等に対し交付金を交付し、妊娠、出産、子育てへの切れ目のない支援を行う。

２ 事業の概要
（１）事業内容

市町村が新規又は拡充して取り組む出生数増加につながる、以下の事業メニューについて交付金
を交付する。

①結婚支援
「しまね縁結びサポートセンター」と連携した市町村毎の結婚支援体制づくりの推進 など

②妊娠・出産支援
市町村に妊娠期から子育て期にわたるまでの総合窓口の設置 など

③子育て支援
地域の実情に応じた保育士確保対策の実施 など

④両立支援
育児休業取得や短時間勤務などに取り組む企業の支援 など

⑤保育料軽減
新規又は拡充して取り組む保育料負担の軽減

⑥市町村提案事業
出生数の増加に資するものとして、市町村が提案するソフト事業

（２）補助率
県１／２ 市町村１／２

３ 平成３０年度予算額
１５０，０００千円



しまねすくすく子育て支援事業
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
人口問題が顕在化し、少子化対策のより一層の強化が求められることから、地域課題やニーズに

基づいた「子育て支援」の取組みを行う。

２ 事業の概要
（１）市町村交付金事業

①全１０事業を評価対象事業として実施する。
（県単一時保育事業、県単ファミリーサポートセンター事業、放課後児童の預かり事業、県単
地域子育て支援センター事業、子育て講座事業、地域交流活動事業、障がい児等保育対策事業、
児童の健康・安全のための活動推進事業、認可外保育施設入所児童処遇改善事業、非常用災害
等に対する防災対策事業）

（２）県実施事業
①子育て情報発信事業
②ＮＰＯ等民間団体ネットワーク化

３ 平成３０年度予算額
１０１，３３７千円

民間保育所運営対策事業
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
児童が減少傾向にある離島・中山間地域の保育所に対し、地域の子育て拠点の維持を図ることを

目的として、その運営に係る経費の一部を助成する。

２ 事業の概要
しまねすくすく子育て支援事業から分離した、平成30年度からの新規事業。
市町村以外の者が設置する定員20人の保育所であって、各月初日の在籍児童数の合算数

が240人未満の保育所に対して、運営費の一部を助成を行う。

３ 平成３０年度予算額
３２，０３０千円



地域の子育て支援事業
地域子ども・子育て支援事業

（担当課 子ども・子育て支援課）
１ 趣 旨

子ども・子育て支援新制度において、教育・保育施設を利用する子どもの家庭だけでなく、在宅

の子育て家庭を含むすべての家庭及び子どもを対象とする事業について補助を行い、地域の子育て

支援の充実と着実な事業実施を推進する。

２ 事業の概要

主な事業 事 業 内 容
乳児家庭全戸 生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育てに関する情報の提
訪問事業 供、乳児・保護者の心身の状況や養育環境の把握等を行う。
一時預かり事 家庭において一時的に保育を受けることが困難となった乳児又は幼児につい
業 て、保育所その他の場所で一時的に預かり、必要な保護を行う。
地域子育て支 乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについて相
援拠点事業 談、情報提供、助言その他の援助を行う。
放課後児童健 保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授
全育成事業 業の終了後に学校の空き教室や児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を

与えて、その健全な育成を図る。

３ 平成３０年度予算額
８３２，７０７千円



病児保育促進事業
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
保護者が働きながら安心して子育てするためには、児童が病気のため集団保育を受けることが困

難な時に、一時的に安心して預けられる病児・病後児保育施設が必要である。
ついては、病児保育事業の未実施市町村の解消及び実施施設の増を促すため、市町村が行う病児

保育施設の開設に係る経費の補助を行う。

２ 事業の概要
市町村子ども・子育て支援事業計画に基づく病児保育事業を実施するための施設の創設及び改築、

拡張、大規模修繕、開設準備経費に要する費用の一部を補助する。

３ 平成３０年度予算額
３５，３３２千円

放課後児童クラブ支援事業
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
児童福祉法第６条の３第２項の規定に基づき、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に

就学している児童に対し、授業の終了後等に小学校の余裕教室や児童館等を利用して適切な遊び及
び生活の場を与えて、その健全な育成を図る。

２ 事業の概要
（１）放課後児童健全育成事業運営費補助

放課後児童健全育成事業を実施している市町村に対し、放課後児童健全育成事業の実施に必要
な経費の一部を子ども・子育て支援交付金（放課後児童健全育成事業）として補助する。

（２）放課後児童クラブ施設整備補助
市町村子ども・子育て支援事業計画に基づく放課後児童クラブを実施するための施設の創設や

改築、拡張、大規模修繕等に要する費用の一部を島根県子ども・子育て支援整備交付金として補
助する。また、各市町村の施設整備を促進するため、当該交付金における市町村及び法人系の負
担分の 1/2の県単上乗せを平成30年度から実施する。

（３）島根県放課後児童支援員認定資格研修
放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準において配置基準が定められた放課後児

童支援員について、その資格者を認定するための研修を、国の策定する都道府県認定資格研修ガ
イドラインに基づき実施する。

（４）放課後児童支援員キャリアアップ研修
児童福祉の増進及び児童の健全な育成を図るため、放課後児童クラブ支援員等資質向上を図る

ための研修事業を実施する。

３ 平成３０年度予算額
５３２，４０３千円

内訳 放課後児童健全育成事業運営費補助（再掲） 417,657千円（417,657千円）
放課後児童クラブ施設整備補助 104,823千円（104,823千円）
島根県放課後児童支援員認定資格研修 5,477千円（ 2,739千円）
放課後児童支援員キャリアアップ研修 4,446千円（ 2,223千円）



みんなで子育て応援事業（こっころ事業）
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
「こっころ」を“地域みんなで子育て応援”の統一ブランドとし、行政・企業・団体等と連携、

協力しながら子育てしやすい環境づくりを目指す。

２ 事業の概要
（１）しまね子育て応援パスポート事業（こっころパスポート事業）

こっころパスポートのより一層の周知と利用促進、協賛店舗の拡大を図り、地域みんなで子育
てを応援する気運醸成を進めるとともに、事業の魅力向上を図る。

（２）みんなで子育て大賞事業（こっころ大賞事業）
子育て支援を促進するため、こっころ協賛店、子育て支援団体、ことのは大賞の３部門を設け、

知事表彰を行う。
（３）みんなで子育て応援隊育成事業（こっころ隊育成事業）

子育て支援に取り組む地域や子育て支援グループの担い手の育成を図り、民間活動の活性化に
より「みんなで子育てを応援する地域づくり」を進める。

（４）みんなで子育て応援施設設備整備事事業（赤ちゃんほっとルーム事業）
ベビーベッドや授乳スペースなどを有する施設を「赤ちゃんほっとルーム」に登録し、広く周

知することにより、乳幼児を連れて安心して外出できる環境づくりを行う。
（５）みんなで子育て情報発信事業

子育て支援センターや子育てサロンの行事予定、こっころ協賛店からのお知らせ、親子で出か
けられるイベント情報などを、「こっころ通信」登録者にメールマガジンで配信する。また、ス
マートフォン対応サイト「しまね子育て応援サイトこことも」を随時更新し、子育てに必要な情
報をタイムリーに提供する。

３ 平成３０年度予算額
８，５３４千円

仕事と家庭の両立支援事業
（担当課 子ども・子育て支援課）

１ 趣 旨
労働者が、働きながら安心して子育てできるよう、仕事と家庭の両立についての機運醸成と子育

て支援企業の育成を図る。

２ 事業の概要
（１）しまね子育て応援企業（こっころカンパニー）認定制度

従業員の子育てを積極的に支援し、仕事と家庭の両立がしやすい職場づくりを進める企業を
「こっころカンパニー」に認定し、広くＰＲするとともに融資制度や入札制度で優遇する。また、

優れた取り組みを行う企業を表彰する。
（２）こっころカンパニー認定拡大事業

労務管理の専門家等と連携し、未登録企業に対するこっころカンパニー認定制度の説明及び就
業環境の改善を通じた登録の働きかけを行う。

（３）イクメン・イクボス養成事業
部下の子育てを理解し、積極的に応援する上司（イクボス）を養成するため、研修や表彰を行

う。また、育児に積極的に参加する男性（イクメン）を養成するため、研修や啓発を行う。

３ 平成３０年度予算額
２，８２８千円



子どもと家庭相談体制整備事業
（担当課 青少年家庭課）

１ 趣 旨
弁護士や医師の配置による専門的な体制の充実、市町村との連携の強化や児童委員及び電話相談

を実施する団体への支援を行うとともに、児童虐待防止に関する広報・啓発を行い、児童虐待を早
期発見し適切な対応が行える相談･支援体制の整備を進める。

２ 事業の概要
（１）児童相談所虐待対応機能強化事業

児童相談所に虐待対応専門スタッフとして、精神科医を配置し、島根大学からは法医学医等の

派遣を受け診断及び所見を得る。

（２）虐待防止地域連携強化事業
①11月の児童虐待防止推進月間に虐待防止県民運動を展開し、街頭啓発活動等を実施する。
②子ども専用相談電話を開設する団体に対して助成を行う。また、子ども電話相談員の養成講

座の募集を広く呼びかけるなど、体制の充実を図る。
（３）児童虐待防止対策強化事業

職員の専門性向上、児童相談所の体制強化のための環境改善などの総合的な対策を実施する。
（４）児童福祉法改正に係る体制整備事業

①児童福祉法に規定された弁護士・保健師の配置、児童福祉司等に係る義務研修の実施等を通じ

て児童相談所の専門性強化を図る。

②要保護児童対策調整機関の専門職研修、ブロック別スキルアップ研修等の実施により、市町村

における身近な支援等の対応力向上を図る。

３ 平成３０年度予算額
７６，７６６千円



施設入所児童支援事業
児童養護施設退所者等自立支援事業

(担当課 青少年家庭課)

１ 趣 旨
児童入所施設等入所中又は里親等へ委託中及びこれらを退所又は解除となった者に対し、進路先

に応じた自立支援資金を貸し付け円滑な自立を支援する。

２ 事業の概要
（１）実施主体：島根県社会福祉協議会（県からの補助による）
（２）実施期間：平成28年度～平成30年度
（３）事業内容

①進学者に対するもの（ただし保護者等からの経済的援助が見込まれない者に限る。）
・生活支援費（月額５万円）、家賃支援費（１月あたりの生保基準相当額）
・貸付期間：大学等の正規修学期間

②就職者に対するもの（ただし保護者等からの経済的援助が見込まれない者に限る。）
・家賃支援費（１月あたりの生保基準相当額）
・貸付期間：退所及び委託解除後２年を限度として就業している期間

③資格取得希望者に対するもの
・資格取得支援費（資格取得に要する費用の実費。ただし25万円を上限とする。）

（４）返還免除
①進学者：大学等を卒業した日から１年以内に就職し、５年間就業を継続した場合
②就職者：５年間就業を継続した場合
③資格取得者：２年間（大学等へ進学した後貸付を受けた場合は、卒業した日から１年以内

に就職しかつ２年間）就業を継続した場合
※その他返還免除、債務履行猶予等あり

３ 平成３０年度予算額
４，０６５千円

里親委託児童支援事業
(担当課 青少年家庭課)

１ 趣 旨
児童虐待相談等の社会的養護を必要とする児童に対し、家庭的な環境の中で養育する里親の重要

性はますます高まっている。
このため、里親に対する研修を実施し、児童の処遇の向上及び自立支援を図るとともに、新規里

親開拓のための広報啓発活動及び里親支援を実施する。

２ 事業の概要
（１）里親育成事業

①里親の資質向上のための研修及び専門里親を養成するための研修を実施する。
②児童福祉施設入所児童等を対象に、社会性の育成、情緒の安定及び退所後の自立を促進する

ことを目的とした家庭生活体験事業を実施し、併せて里親登録及び里親への委託の促進を図る。
（２）里親支援事業

里親制度の普及啓発、新規里親の開拓や登録里親に対する相談・援助を行うことで、里親委託
を推進するとともに、里親への支援体制の充実を図る。

３ 平成３０年度予算額
４，７７３千円



困難を有する子ども・若者支援事業
（担当課 青少年家庭課）

１ 趣 旨
社会生活を営む上で困難を有する子ども・若者（以下「子ども・若者」という。）を対象とした

相談支援体制並びに子ども・若者を支援するネットワークの整備・充実を図る。

２ 事業の概要
（１）圏域ネットワーク整備事業

大田市・江津市を中心とした圏域ネットワークを構築し、地域資源の相互活用、普及啓発、人
材育成等を進め、子ども・若者の自立支援体制の強化を図る。
①各圏域ごとの情報共有・連携のための会議の開催
②人材育成のための研修会の開催
③啓発のための講演会の開催
④広報事業等の実施

（２）島根県子ども・若者支援地域協議会運営事業
「島根県子ども・若者支援地域協議会（H23年度設置）」の運営により、県内の関係機関・団体

との情報共有と連携の強化を図るため会議を開催する。
（３）子ども・若者広域支援事業

松江・出雲・大田・浜田・益田の５市の相談センターを中心とした圏域ごとに、居場所・就労
体験事業を充実させるとともに支援体制の広域化を図る。

（４）農業等との連携による自立支援事業
相談センターにコーディネーターを配置し、子ども・若者への自立支援に理解のある農業従事

者等とのネットワークを構築し、支援を希望する子ども・若者とのマッチングを行い、農業（就
労）体験等を通じて、自立につなげるモデルを構築する。

３ 平成３０年度予算額
２１，２７５千円



ハンセン病療養所入所者等支援事業
（担当課 健康推進課）

１ 趣 旨
「らい予防法」に基づく強制隔離政策のため、家族や故郷から引き離され、長い年月にわたり

療養所生活を強いられてきた入所者及びその家族に対する支援活動やハンセン病に関する正しい
知識の普及啓発を行う。

２ 事業の概要

事 業 区 分 事業主体 事 業 内 容

ハンセン病療養所入所者家族生活援護 島根県 世帯主が療養所入所のため不在の家族に
対し生活費給付の援護を実施

ハンセン病療養所入所者里帰り事業 島根県藤楓協会 県出身の全国の療養所入所者のうち希望
島根県 者に対し島根県への里帰りを実施

ハンセン病療養所訪問事業 島根県藤楓協会 高齢等の理由で里帰り事業に参加されな
島根県 い方への面会などの療養所訪問を実施

ハンセン病に関する普及啓発事業 島根県藤楓協会 ハンセン病に対する正しい知識を普及す
島根県 るため、保健所ごとの普及啓発活動や、

小中学校への副読本の配付、教職員及び
看護学生等の療養所訪問等を実施

３ 平成３０年度予算額
１，５０１千円



女性相談事業
（担当課 青少年家庭課）

１ 趣 旨
女性が安心して暮らせる環境の整備を図るために、様々な悩みを持つ女性からの相談に応ずると

ともに、配偶者、恋人等からの暴力を根絶するため、県民に対する意識啓発を行う。

２ 事業の概要
（１）女性相談センターや児童相談所に女性相談員を配置し、電話や面接による女性相談を実施
（２）弁護士や精神科医による専門相談の実施
（３）関係機関との連携

①女性に対する暴力対策関係機関連絡会の開催
②ＤＶ被害防止事例検討会の開催

（４）女性相談員専門研修の実施
（５）デートＤＶをはじめとする若年層に対する暴力の予防啓発
（６）性暴力被害者支援事業の実施

３ 平成３０年度予算額
４７，５２４千円


